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提供　川崎汽船㈱

　三．＝譲い

外航中小船主協会のめざすもの
日本船主協会副会長八面汽船株式会社代表取締役社長【】小林宏志
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1．アテネ条約改定議定書案の骨子が固まる
一IMO第83回法律委員会の模様一

2．lLO最低賃金の世界的な解釈に再度反対を表明
一アジア船主フォーラム船員委員会第7回中間会合の模様について一

3．両国船協の相互理解と共存共栄の関係を確認
一第6回日台船主協会会談の模様について一

4．WTOにおける海運自由化交渉の最近の動向
一10月のサービス貿易理事会特別会合について一
5．海賊対策のための地域協力に関する協定作成に向け前進

一海賊対策アジア協力会議の模様について一

L船舶戦争保険の仕組を解説
一船舶戦争保険の概要と動き一

2，新たな米国海運保護政策導入が提案
一米国2002年度国防授権法案について一
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　日本関係船舶の安全確保について講演
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蹴巻・頭．言

　　　ず　郡　．粥　　　灘　　蹴　、

　　　㌔一＿燃＿＿＿＿贈＿＿＿一
　　　　21世紀にはいり、極めて厳しい経営環境のも

　　　と、我々外航中小船主協会（日本船主協会のオ

　　　ーナー部会）のメンバーは、グローバル化やIT

）　　技術の進歩など、激しい変化に対応しつつ、良

　　　質なサービスを継続して提供できるよう、全力

　　　を挙げて企業努力している。

　当協会は、世界単一市場での競争を余儀なく

されている外航海運にとっては、諸外国の海運

企業に優るとも劣らない経営の効率化の達成を

めざすことが必要であるとの認識に立ち、国際

競争力を強化すべく、我が国外航海運の競争条

件の整備を、関係各方面に求めている。

　日本船主協会が税制をはじめとする諸制度の

イコール・プッディングの実現を掲げているの

も、我が国外航海運の競争力強化に取り組むこ

とが、如何に重要かを示しているものである。

　税制・制度面での立ち遅れは、外航中小船主

にとっては、より切実な問題である。船舶維持

にかかるコスト、例えば、固定資産税や登録免

許税の無い国も多く、諸外国と同じ土俵で競争

する際の障害は多岐にわたっている。加えて船

員費の負担も外航中小船主に重くのしかかって

いる。FOC船と比べれば割高ではあるものの、

2名配乗の国際船舶の利用も考えており、中小

船主にも活用しやすい国際船舶制度の実現を求

めて行きたい。

　景気回復の遅れている我が国が、活力を保ち

国際的な地歩を揺るぎないものにして行くため、

構造改革の断行が急務となっており、海運業界

においても、円滑な企業活動を阻害する各種規

制の撤廃・緩和の実現が強く求められている。

当協会は、規制緩和の推進を図るため、日本船

主協会と協調して、関係各方面への要望を行な

っており、特に船員保険の被保険者資格につい

て、その改善を強く働きかけている。同じ船員

でありながら、雇用されている会社が日本籍船

を持たなくなったという理由で、被保険者資格

を失うということは、船員の福祉の見地からも

不当な扱いとなっているので、この制度の早急

な是正をめざしている。

　船員職業紹介事業の自由化に関しても、日本

船主協会を通じ、船員についての労務供給事業、

職業紹介事業などの自由化の実現に向けた船員

職業安定法の改正を引き続き求めて行きたい。

その他、外航中小船主の発展のための環境整備

作りをめざしたいと思う。我々が抱えているこ

れら諸問題を解決するためには、我々自身が当

事者として積極的に関与し、率先して活動して

行くことが肝要であると考える。
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国際会議レポート

アテネ条約改定議定書案の骨子が固まる

　一IMO第83回法律委員会の模様

　IMO第83回法律委員会　（以rド、83回委員会）

が2001年10月8日から12日までの間、ロンドン

のIMO本部で開催された。谷川久成険大学名

誉教授をはじめとする日本政府代表団には当協

会から暫定龍二法規専門委員（日本郵船・法務

保険グループ長）、田中初穂関連業務部課長が

参加した、その模様は、以下の通りである。

　83回委員会においては、「1974年の旅客およ

びその手荷物の海上輸送に関するアテネ条約」

（以下、アテネ条約）改定問題を主要議題とし

て鋭意審議が行われた。

　アテネ条約の改定問題については、ユ984年4

月開催の第59回法律委員会以来、主要議題の一

つとして審議が続けられてきた。この問、199G

年には、責任限度額の引き上げを主目的とした

改定議定書が採択されているが、発効には至ら

ず、その後、金銭上の保証の提供（旅客の債権

を担保する制度〉の導入等の観点から、本委員

会で引き続き審議が行われている。83回委員会

においては、これまでの争点であった「金銭上

の保証の提供」、「海難事故以外の場合の挙証責

任」等に関して議論の取りまとめが行われたこ

とから、改定議定書案の骨子がほぼ固まり、20G2

年10月に採択のための外交会議を開催すること

が決定された。

　このため、本稿においては、現段階における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
法律委員会での審議結果を整理した「アテネ条

約改定議定書案」の骨子について説明すること

としたい。

　なお、83回委員会の主要議題となっていた「海

難残骸物除去に関する条約案」に関しては、2004

／2005年に採択のための外交会議の開催が決定

していることから、金銭上の保証の提供を含む

実質的な検討は来春開催の第84回法律委員会に

持ち越された。

　さらに、83回委員会においては、「1992年の油

による汚染損害補償のための国際基金設立に関

する国際条約（92FC）」改定議定書の検討を優

2醤せんきょうNDむ2001
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先検討事項とすること、また「危険物質および

有害物質の海上輸送に伴う損害についての責任

および補償に関する国際条約（HNS条約）」の

批准状況のモニタリングを引き続き行うこと等

が合意された。

　「アテネ条約改定議定書案」の骨子は以下の

とおりである。

○運送人の責任

　現行アテネ条約では、運送人が責任を負わな

ければならないのは「運送の過程で生じ、かつ

運送人等の過失または不注意に起因するもの」

とされ、①衝突等の海難事故と②海難事故以外

では、運送人と旅客のどちらが過失の有無を立

証する責任（挙証責任）を負うかが異なってい

る。すなわち、①の場合には、運送人が自己に

過失がなかったことを証明しない限り過失があ

ったものと推定され（過失推定）、②の場合、旅

客等の請求者（以下、旅客）が運送人に過失が

あったことを立証する責任を負うこととなって

いる。

　本件に関しては検討の結果、以下の方向で改

定が行われることとなった。

　旅客の死傷の場合、①については一定額まで

は「厳格責任」（戦争や暴動または避け難い自

然現象、あるいは第三者の故意により引き起こ

された事故であることを運送人が証明しない限

り、運送人の過失の有無に関係なく責任を負う）、

それを超える部分は「過失推定」とする2段階

方式とすることが決定した。

　なお、②については日本をはじめノルウェー

等の国が海難事故以外の場合も含む全ての事故

の挙証責任を運送入に課するべきとの意見を提

出したことから、当初は運送人とする方向で議

論されていたが、83回委員会において、後述の

運送人に対する責任限度額の引き上げ、金銭上

の保証の提供等による船客と運送入との公平性

やバランス論の観点から、海難事故以外の場合

の挙証責任は、旅客に課す現条約を支持する国

が多かったことから、②の海難事故以外の場合

の挙証責任は現条約通り旅客が負うとされた。

○責任限度額

　現行アテネ条約においては、旅客死傷の場合

の責任限度額は「1運送毎」と定められている。

本委員会では、現条約どおり「1運送毎」とす

るのか、「1事故毎」か、あるいは「1船毎」

とするのかについてこれまで継続して審議が行

われてきた。83回委員会での審議の結果、この

議論がようやくまとまり、「海事債権について

の責任の制限に関する条約（以下、LLMC条

約※①）」との整合を図るため、手荷物を除き、

責任限度額を「1事故毎」に変更することが決

定された。

　なお、82回委員会では、ノルウェーと日本両

国が共同で提案した「締約国が条約の限度額を

下回らない限り自国で独自の法律を適用でき

る」ことが承認されており、自国の判断で責任

限度額を定めない「無限責任」の導入も可能と

されている。

　※①LLMC条約：船舶所有者は、船舶の運航に伴

　　い、第三者に与えた損害について、その責任を

　　一定の金額に制限することができることを取り

　　決めた条約。

○金銭上の保証の提供

　「金銭上の保証の提供」すなわち強制保険制

度が取り入れられることとなり、保険付保額は

旅客数に関わらず1旅客毎とすることとなった。

　なお、無碍額そのものは外交会議にて決定さ

れる。

○寄与過失の抗弁

　「旅客の死傷等が旅客の過失によるもので、

かつ運送人がそれを立証した場合には、裁判所

はその国の法律に従い、運送人の責任の一部ま

たは全部を免除することができる」とした、現

せんぎょう翫，，20ρ1鱒3
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行アテネ条約でも規定されている寄与過失の抗

弁を全ての場合に使えるように修正すべき、と

の提案がICS（国際海運会議所）よりなされた。

　審議の結果、修正は行わないものの、旅客の

寄与過失に対する抗弁は、厳格責任が適用され

る海難事故を含む全ての場合にも優先すること

が確認された。海難事故で厳格責任が課される

場合であっても、旅客の過失を立証した場合に

は、運送入の責任の一部または全部が免除され

るということである。

○船舶の欠陥の定義

　改定アテネ条約では、海難事故の定義を「船

舶の衝突や座礁、火災等とともに船舶の欠陥に

よる事故」とすることとしているが、米国等よ

り「船舶の欠陥」の定義を明確にすべきではな

いかとの意見が提案された。裁判に際し、海難

事故とそれ以外の事故の区別を明確にする必要

があることから、この意見が支持され、審議の

結果、「船舶の欠陥」は原則として、船舶の航

行機器や船客の避難用具等の不具合や破損とさ

れた。ただし、改定議定書においては、客室等

の船客の利用する部分および航行機器それぞれ

の欠陥の定義を明確に区分し、さらには、防火

設備も追加する等、より明確化することが必要

とされた。

○裁判管轄

　現行のアテネ条約においては、裁判管轄に4

つの選択肢を認めており、被害者の居住地の裁

判所に管轄権を認める場合を「被害者の居住地

に営業所を有する場合」に限定している。この

ため、本委員会では、被害者救済の観点から、

さらに「被害者の居住地でサービスを提供する

場合」を追加する方向で審議が行われてきた。

　しかしながら、83回委員会の審議では、これ

までの方向とは全く異なり、新たな規定の導入

については条約を批准する上での障害となりか

ねない等の理由から、現行アテネ条約の通り4

つの選択肢とすることが支持された。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、以上の主要議論を踏まえ、改定議定書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　案を作成した．．ヒで、2002年10月に採択のための

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外交会議が開催されることとなった。

　　　　1LO最低賃金の世界的な解釈に再度反対を表明

　　　　一アジア船主フォーラム船員委員会第7回中間会合の模様について一

　アジア船主フォーラム（ASF＞船員委員会の

第7回中間会合が、平成13年10月23日に韓国船

主協会のホストにより釜山で開催された。

　会合には、10力国の船主協会から27名が出席

し、またオブザーバーとしてAMErlAP（アジ

ア太平洋船員教育・訓練機関連合会）および中

国の船員学校の代表が参加し、Li　Shanrnin議

長（中国船主協会、COSCO　Mannlng　Corp，　Man－

aging　Director）の下、共通議題について友好

的かつ活発な意見交換が行われた。日本からは、

町野船員対策委員会委員（商船三井専務執行役

員）、杉浦船員対策特別委員会幹事会幹事長（日

本郵船企画グループ長代理）ならびに事務局よ

り足立船員対策室副部長が出席した。

　会合の前日（10月22日）には、ISF（国際海運

連盟）とASFによる共同セミナーが開催され、

STCW95条約、　ILO統合条約、　ISFに於ける労務

問題などの最近の状況についてISF側より参加

したDr．　D，　Lindemann（独船主協会Managing

Director）、Mr，　D．　Dearsely（ISF事務局次長）

の両氏より説明を受け、その後これらの問題を

中心に幅広い議論を行った。このセミナーは、

前年第6回委員会に引き続き、ASFとしてISF

との意見交換を目的として本委員会の招聰によ

4§ぜんきようNω200エ
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り実現したもの。

　翌日の本委員会では、この論議を踏まえて検

討した結果、船員の賃金はその船員の住居の経

済状態や生活水準を考慮すべきでありILO最

低賃金の世界的な解釈に対しては再度反対を表

明した。また、ILO条約を見直し、新しい一つ

の統合条約に再構築するILO合同海事委員会

σMC）の勧告を委員会として全面的に支持し、

ASFとしての統合条約に関するポジションを

ASF内にSmall　Worklng　Groupを設置して検

【資料】

討する事となった。さらに、委員会は訂CW

95条約に基づき外国の免状の基準を確認・承認

するための承認手続きを早期に確立するようア

ジア各国政府に対し求めた。

　その他、STcw95条約の施行問題、不正証書

の問題、船員の訴訟や遺棄の問題、最小安全配

員問題等について検討を行い、当委員会として

の意見を別紙の共同宣言として採択した。

　なお、次回の第8回中間会合は、来年秋に中

国・大連において開催される予定である。

アジア船主フォーラム船員委員会第7回中間会合

　　　2001年10月23日目：釜山（韓国）

　　　　　　　　共同宣言

）

　アジア船主フォーラム（ASF）船員委貝会第7回中間会合が、2001年10月23日（火曜日〉、釜山にお

いて韓国船主協会（KSA）の主催により開催された。

　本会合には中国、香港、日本、韓国、台湾およびASEAN船主協会の構成メンバーであるインドネ

シア、マレーシア、フィリピン、タイおよびベトナムの代表が出席した。また委員会は、アジア太平

洋地区船員教育・訓練機関連合会（AMEHAP）および中国の船員学校からのオブザーバーの参加を

歓迎した。

　中聞会合の前日である2001年10月22日午後に、釜山において、ASF船員委員会の招聰により、国

際海運連盟（ISF）がASFと合同でセミナーを開催した。全てのASF代表がこの合同セミナーに参加

し、工LO統合条約に関する最近の活動も含めて海運を取巻く諸問題について議論を行った。

　委員会は、広範に亘る既存のILO条約を見直し、時代にかなったものとして一つの新しい統合条

約として再構築すべきとするILO合同海事委員会（JMC）の勧告を全面的に支持した。この新しい

条約の検討において適切かつ代表的なアジアの意見が考慮されるように、統合条約に関するASFの

ポジションを検討するためのSlnall　WGが設置されることとなった。

　船員の訓練基準を定めたSTCW95条約の施行問題が、再度議題にのぼった。委員会は、ほとんど

全てのASFのメンバーが、　IMO“ホワ．イトリスト”に掲載され、これらの国と地域の国内の安全基

準制度が有効であると認識．された事を歓迎する。また、委員会は船員の標準能力を統一し、保証しよ

うとする…狂CW95条約のすばらしい主旨に感謝を表すとともに、」」ホワイトリスト”編集に際して、

締約国からの書類を審査したIMOの努力を評価する。そして、締約国が船員訓練等に関する標準制

度の質を維持すべきことを継続的に要求されると考える。委員会は、早期の段階で㎝CW　95条約

の1／10に基づき、外国の免状の基準を確認・承認するための承認手続きを設立するようにアジア各

国政府に対し求める。

　委員会は、船員に関する訴訟の裁判管轄権が引き続き曖昧であることに懸念を示し、そのような訴

訟は船員が国籍を有する国で審理すべきであることに同意した。更に、遺棄船員や船員に関する訴訟

が増加していることに懸念を示し、ILO統合条約の進展が、最終的にこの重要な問題の包括的な解決

策を取り入れる機会を提供することを希望する。

ぜんきょうNoη2001憩5
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　委員会は、“Tampa号”事件がSOLAS条約遵守の必要性と海上の難民を救助する必要性に対し深刻

な問題を提起した事、更にIMOがふさわしい対応策の検討を促進するように求めてられている事に

ついて注視した。また、委員会は密航者事件やこれに関連する問題が増加していることに懸念を示し

たσ

　集中的な議論の結果、委員会は、アジア各国の政府が市場の需要・供給に対して介入し、特定の業

界の雇用における最低賃金を明示することは通常の政策ではないと考える。委員会は、船員の賃金は

その船員の住居の経済状況や生活水準を考慮すべきことを再度表明し、ILO最低賃金の世界的な解釈

に対して反対する。

　委員会は、海運業界の標準海事通信用語（SMCP＞に対する重要性をIMOが認識したことを歓迎し、

多くのASFメンバーが英語による効果的な意思疎通の教育手段として既にSMCPを参考文書として

用いている事を表明した。

　委員会は、中国通信産業省の招請によりIMOの専門家が9月に、中国の6つの海事教育訓練機関

（ME／rs）における現在の海事英語訓練の基準の調査をするために、これらの機関を訪問したことに

留意した。同調査団による評価結果の多くが、香港船下のMErsに関する調査研究と合致するもの

であった。

委員会は、船員訓練WGが、

・船員の英語能力の欠如が、深刻な問題として増加している事を主張すべき

・英語による効果的な意思疎通の教育に優先順位を与えるように求めるべき

・AMEnAPおよび国連・アジア太平洋経済社会委員会（UN　ESCAP）等の他の組織と可能な限り協

　調を取りつつ、どのようにこの概念をアジア地域に広めるかを議論すべき

であると考えた。

　委員会は、アジア地域の多くの政府が、STCW95条約およびIMO総会決議A．890（最小安全配員

に関する規定）に従って、安全配員の原則を取り入れたことに留意した。

　委員会は、旗国がアジア地域の不正証書事件について注意喚起を行っている事を歓迎した。船員の

証書が正規のものであるか確認するための手続きが、アジアの多くの国や地域で実施されている。ア

ジアのいくつかの国において、証書を照合するためのデータベースがインターネットウエッブサイト

で利用可能である。委員会は、アジアの国や地域にデータベースを活用することなしに証書確認のた

めの制度を早期に取り入れ、設立するように求める。

　委員会は、アジア地域における質の高い、競争力のある船員の不足の進行や、世界経済の大幅な落

ち込みが、どのように多くの点で船員訓練に影響をおよぼすかについて懸念を表明した。

　アジア太平洋地区海事教育・訓練機関連合（AM醐rlAP）の代表から、　AMErlAPがメンバーの教

育機関に対する基準の信任を含む訓練制度の質的な保証制度を促進している事について報告があった。

委員会は、この制度はアジア地域における海事教育訓練制度の質の向上を確保することの重要性に合

致する主要な活動であると考える。また、委員会はこの制度に対する強い支持を表明し、同制度が将

来的な地域的M団rsプログラムに係る委員会の展望と一体化し得ることに同意した。

　ASF船員委員会は、自主的かつ非営利を目的とした組織である。船員委員会の主たる目的は、共

通の船員訓練基準を確保維持し、アジア人船員の供給と雇用の安定性を促進するとともに配乗と訓練

に関する新しい国際的な海事法制および条約について監視、検討し意見を開陳することにある。

　中国船主協会（CSA＞は、2002年秋に大連において第8回中間会合を開催するよう委員会より要請

され、この申し出を喜んで引受けた。委員会は、釜山において第7回中間会合を開催した韓国船主協

会の尽力に感謝の意を表明した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

．（

（
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＊：ASF船員委員会には、次の4つのWGが設置されている（うち日本船主協会は①と③のメンバ

　一になっている）。

①ILO　WG
②最小安全配員WG

③㎝CW95WG
④船員訓練WG

　題記会談が、200ユ年10月29日に台湾（台北市）　　　会談で採択された共同声明は資料1の通りで

で台湾船主協会の主催によって開催された。当　　　ある。

協会からは崎長会長はじめ9名が、台湾

船協からはChen会長はじめユ3名が出席

した。（出席者は資料2参照）

　会談では．、両国海運の現状と展望や、

9月の米国同時多発テロの影響、国際機

関（OECD、　WTO等）における海運問題

等につき、友好的な雰囲気の下、率直か

つ建設的な意見交換が行われた。

　次回以降の会議日程・開催地について

は、追って定めるまでオープンにしてお

くことで合意された。

【資料1】

△第6回日台船主協会会談の模様

　　　　　　　　　　　　　　第6回日台船主協会会談について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001年㈹月29日

　日本船主協会と台湾船主協会による第6回日台船主協会会談が、2001年10月29日、台湾の台北市で

開催された。これは、1999年目第5回会談（於：静岡県伊東市川奈）に続くもので、友好的な雰囲気

の中、率直かつ建設的な意見交換が行われた。会談の出席者は添付の通りであった。

会議では、

1．2001年9月11日置米国における同時多発テロの犠牲者に対し、深甚なる哀悼の意が表明された。

2．台湾・中国間（台湾海峡）直航問題の進捗状況を含め、日本・台湾並びに世界の海運業界の現状

　と今後の見通しについて意見交換が行われた。

3．同時多発テロが世界経済に与える悪影響に対し、重大な懸念が示された。こうした状況を好転さ

　せるには、貿易と投資の更なる開放と自由化の促進がとりわけ重要であり、目前となった台湾の

　WTO加盟に対し、特に歓迎の意が示された。

4．海賊、シップ・リサイクリング、油濁責任、船底防汚システムなど最近の国際海運政策問題につ

　いて議論が行われ、今後の進展を注視していくことが合意された。

5．船岡聞協定に対する独禁法適用除外制度に関するOECDワークショップの重要性を再確認した。

ぜんきょうN側2001儘7
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6．次回以降の会議日程・開催地については、追って定めるまでオープンにしておくこととした。両

三協はともにアジア船主フォーラム（ASF）のメンバーであり、その総会は日本、韓国、中国、台

湾、香港、アセアン、豪州の順で毎年開催されている。

7．両協会は、共存共栄の考え方に基づき、今後も更なる相互理解の促進を推進していくことを確認

　した。

【資料1第6回日台船主協会会談　出席者

（台湾側出席者）

氏　　　名
@NAME

そ隻　　　　　　　　職　　　　　TITLE

台湾船主協会　NACS 会　　　社　Gompany
T，H．　Chen　　陳　庭　輝 Ohairman　会　長 Chalrman，　Yangming　Marlne　Tra［spo「ヒ

Steve　S．　S．　Lin Oonvener
Vice　Chairman，　Evergreen　Group

Loh，　YaひFon Standmg　Board　Direotor Chairman，　Uniglory　Marlne　OorP．

Marcel　Chang Standlng　Board　Dlrecto「 President，　Evergreen　Marine　Corp，

Chen　Chao　Hon Chairman，　Wan　Hai　Lines　Ltd．

Chen　Po　Tlng St巳nding　Board　Direotor ＞lce　Chalrman，　Wan　Hal　Lines　Ltd，

Frank　F．　H．　Lu Standing　Board　Directo「 Chaiman，　Taiwan　Navigation　Co．

t．Y．　Ohang Standing　Supervisor President，　Taiwan　Navigation　Co，

Wong　H＄｝u　Huan9 President，　Yang㈲ng　Marlne　Transport

Lee，　Lung　Wen Standing　Board　Drecto「 Vlce－President，　U－M｛ng　Marine　Transport

Ohin－Shyen　Ohen SupervisO「 Adviso「，　Ta－Ho　Marine　Corp．

Chwang　Jung－Tse
Director

Vlce－Prθsident，　Ta－Ho　Marine　Corp．

Q．H．　Chen Adviso「 Professo「、　Nationa「Ghiao　Tung　University

（日本側出席者）

役 職
氏 名

日本船主協会 会 社

崎 長 保 英 会 長 川崎汽船社長

草 刈 隆 郎 副 会 長 日本郵船社長

鈴 木 邦 雄 副 会 長 商船三井社長

松 永 宏 之 副 会 長 東京タンカー社長

鷲 見 嘉 一
副 会 長 新和海運社長

福 島 義 章 理 事 長

大 滝 光 一 会 長　秘 書 川崎汽船経営企画グループ政策担当部長

園 田 裕
一 国際企画室長

山 上 寛 之 国 際　企　画 室

　多国的枠組みでの自由公平な通商ルール策定　　　カタールで開催される閣僚会合で開始されるこ

を目指すWTOの新ラウンドは、2001年11月に　　　とが期待されている。

8薄ぜんきようN側2001
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　海運を含むサービス分野に？いては、農業と

同様、前回のウルグアイ・ラウンド合意に基づ

き2000年1月から先行して交渉が開始されてお

り、これまでのところ交渉の手続き面を中心と

する検討などが行われてきている。

　海運は、前回のラウンドにおいて．、サービス

産業の中で唯一GArs＊の適用が合意されなか

った業種であることから、当協会は、海運分野

が早期にGArs対象業種となり、世界共通の

自由化ルールが適用されることを期待している。

　2001年10月8日にジュネーブのWTO本部で

開催されたサービス貿易理事会特別会合では、

海運分野に関する各国の基本的考え方について

初めての実質議論が行われ、今後の交渉の出発

点としては、1996年まで行われた前回ラウンド

の海運継続交渉での交渉成果を活用すること等

が概ね一致した意見であった。

　海運分野の今後の交渉は、カタール会合での

包括的な新ラウンド開始如何にかかわりなく、

2002年春以降に本格化する可能性がある。当．協

会は、外航海運における一層の自由化を実現す

るため、国土交通省等を通じ、各国の自国海運

保護政策の撤廃等を要望していくこととしてい

る。

　＊G／鵬（サービス貿易に関する一般協定）

　　モノの貿易自由化を定めるGAIT（関税貿易

　一般協定）に対し、サービス貿易における自由

　　化や規制緩和を定める多国間協定。GIUT・

　　GArsともにWTO（世界貿易機関）によって

　　管理・運営されている。

　　　　海賊対策のための地域協力に関する協定作成に向け前進

　　　　　海賊対策アジア協力会議の模様について一

　わが国外務省の主催により、去るユ0月4、5

日、東京において「海賊対策アジア協力会議」

が開催され、アジア17力国・地域の官民関係者、

国際機関の代表者が参加した。

　1999年11月のASEAN＋3（日中韓）首脳会議

で提唱され、2000年4月に開催された海賊対策

国際会議において、アジアにおける地域協力の

必要性が強く認識された。その後、わが国はイ

ンドネシア等アジア4ヶ国にミッションを派遣

し、海賊対策に関し実行可能な協力・支援策が

協議され、海上警備機関の相互交流等わが国と

関係国との二国間協力は徐々に進展している。

一方、実効的な海賊対策のための地域的な協力

の枠組み作りについては、各国の主権に係わる

問題等のため関係国の同意を得るまでには至っ

ていない。

　「海賊対策アジア協力会議」では、海賊対策に

関する地域協力の将来的な方向性について、多

国間地域協力が必要不可欠との認識が共有され、

何らかの地域．協定作成の検討を進める点で概ね

一致した。また、今後、作業部会を設けさらに

議論を詰めていくとともに、今回の会合の成果

を11月のASEAN＋3首脳会議に報告すること

としている。

　当協会は同会議に参加し、「船主の海賊問題

への取り組み」と題し、「保安計画策定の指針」

策定に至った経緯、船主等との情報交換、政府

等との連携・協力等これまでの活動や、船主の

自衛策の概要を紹介するとともに、船舶からの

報告を促進する．．ヒで考慮しなければならないい

くつかの要因を指摘したほか、海賊防止のため

の関係国間の協力と犯罪者の逮捕が不可欠であ

ること、世界で5億丁が出回っていると言われ

ている小火器の拡散防止も今後問題を改善する

うえで考慮すべき事項の一つであること等を述

べた。
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1

内外三頭

船舶戦争保険の仕組を解説
　　　船舶戦争保険の概要と動き

　2001年9月11日に発生した米国同時多発テロ

により、被害を受けた航空業界のみならず船舶

や貨物の分野でも戦争保険料の引上げが：行われ

ており、関係者の関心が高まっている。本稿で

は一般にはなじみが薄いと思われる船舶の戦争

保険の仕組みについて解説することとしたい。

1，一般的な船舶関係保険の種類とてん補の対象

　まず、はじめに一般的な船舶保険の種類をみ

ると、大別して次の3つの種類がある（この他

にも係船保険、航海保険、修繕保険等があるが、

本稿では戦争保険に焦点を当てるために省略し

た）。

　①　　船舶保険

　　　船体、機関、属具自体の損失・損害をて

　　ん補することを目的とした損保会社による

　　保険。

　　［主なてん補範囲］

　　　運航中の船舶に生じた事故による損害

　②不稼働損失保険

　　　船舶が一定の海難事故等によって稼働不

　　能の状態となった場合に得ることができな

　　かった収入や支出せざるを得なかった費用

　　等をてん補することを目的とした損保会社

　　による保険。

　　［主なてん補範囲］

　　　一定の海難事故等により船舶が不稼働状

　　態になったことによる経済的損失

　③　船主責任保険

　　　油濁等の第三者に対する責任や船員の死

　　傷に対する賠償あるいは積荷に対する責任

　　などを担保することを目的とした保険。い

　　わゆるP＆1保険と呼ばれ、主に船舶の所

有者や運航者がP＆ICIubと呼ばれる相互

保険組合を作り、船舶の運航に伴う事故に．

よる経済的損失を相互にてん補しあう保険

である。

［主なてん補範囲］

a．船員に関する責任および費用　　　　　（

b．船客に関する責任および費用

。．他船との衝突による責任および費用

d．汚濁（汕濁等）に関する責任および費用

e．積荷に関する責任および費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

2．戦争保険の種類

　前記保険①～③はいずれも、戦争、軍事的行

動、内乱等の危険については免責とされており、

これらの保険ではカバーされない。これをカバ

ーするのが「戦争保険」である。前記①～③そ

れぞれをカバーする戦争保険があり、その概要

は次の通りである。

イ．前記①に対応するもの…船舶戦争保険

　　前記①に対応するもので、ミサイル被弾、

　機雷接触などの「戦争危険」によって船舶に

　生じた損害をてん補する。てん補限度額は船

　価である。

ロ．前記②に対応するもの…船舶不稼働損失戦

　争保険等

　　前記②に対応するもので、船舶の物的損傷

　に起因する不稼働損失をてん補する「船舶不

　稼働損失戦争保険」の他に、封鎖危険による

　損失をてん補する「Blocking　and　Trapping（ま

　たはLρss　of　Hire／Loss　of　Time）保険」がある。

ハ．前記③に対応するもの…War　P＆1保険お
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よびWar　Crew　Liability保険

　War　P＆1保険は乗組員に対する賠償責任

　を除く船主責任全般に対する戦争保険であり、

War　Crew　Liabili　y保険は乗組員に対する船

　主責任の戦争保険である。

　　これらは、本来P＆IClubによる保険であ

　る前記③に対応するものであるが、P＆I　CIub

　には戦争保険が無いことから、損保会社によ

　る保険となる。なお、通常は船舶戦争保険に

付帯している。てん補限度額は、War　P＆1保

　険は船価、War　Crew　Liability保【倹は労働協

　約に定める金額を基に算出することとなって

　いる。

二．前記③に対応するもの（その2）…戦争保

　険特別追加カバー（P＆ICIub　Special　CQver

for　War　Risks　P＆D

　　船主責任に対する戦争保険には、上記ハ．

　で述べた損保会社によるWar　P＆1保険およ

　びWar　Crew　Liability保険があるが、これら

　保険でてん補される額を超過した場合、その

　超過額を主要なP＆ICIubによって構成され

　ている国際P＆1グループで新たにてん補す

　るもので、ユ船当り1憶ドルが限度額である。

　なお、船舶保険における船価は、契約当事者

の合意によって協定する価額とされ、例えば、

帳簿価額、市場価額等が採用されている。

　以上が種類別にみた戦争保険の概要であるが、

次に戦争保険の実際の仕組みについて説明した

い。

3．戦争保険の仕組み

　戦争保険は、いわゆる平時の場合には船価に

一定の料率（基本料率）をかけた金額により1

年間保証されるが、一方で「保険契約解除・自

動終了」の特別条項が定められており、契約期

間内であっても7口前の通知により契約当事者

双方が解除することが可能とされている。

　また、危険度の高い水域は「除外水域」とし

て指定され、別途割増保険料の支払いが発生す

る。しかも、この割増料はある特定の日数（現

在は一般的に7日）に限り有効であり、航海毎

に発生する。なお、例えば7日を超えて10日間

除外水域に滞在する場合は、3日分の日割した

金額の追加支払いとなるのか、もしくは7日分

の支払いが必要となるのか、その都度損保会社

に確認することとなる。

　以上を今回の一連の動きを例に具体的に説明

すると次の通りとなる。

　9月11日の米国同時多発テロ発生後、9月19

日に「保険契約解除・自動終了特別条項」に基

づき、7日後の9月27日午前0時をもって現行

の契約を解除する旨の通知が損保各社より各船

社にあった。同時に下記の除外水域設定の連絡

があり、引き続き戦争保険を継続するためには

除外水域の設定等の引受条件に合意することが

必要となった。

　なお，以下に示す（A＞～（S）の除外水域の割

増保険料率は船出が入域予定を損保会社に連絡

した際、都度レートが提示されることとなって

いる。

　また、9月26口、P＆I　CIubより、損保会社の

War　P＆1保険とWar　Crew　Liabili　y保険を付保

していることを前提として、これら保険のてん

補限度額を超過した部分を国際P＆1グループ

が1億ドルを限度額としててん補する「P＆I

Club　Special　Cover　for　War　Risks　P＆1」の適用

に関する通知があった。

　さらに10月3日には、再度、10月11日午前0

時より現行の契約を解除する旨の通知が損保会

社からあり、引き続き付保するためには戦争保

険料率の引上げに合意することが条件とされた。

なお、10月17日に基本料率はわずかに引き下げ

られ現在に至っている。

　［除外水域ユ

　（A）ペルシャ湾（ペルシャ湾・アラビア湾・

　北緯24度以北のオマーン湾）、（B）アンゴラ

ぜんきょうN副2001憩ユ1



（キャビンダを含む）、（C＞イスラエル、（D）レ

バノン、（E）リビア（シドラ湾を含む）、（F）

エリトリア、（G）ソマリア、（H）コンゴ、（工）

リベリア、（J）スリランカ、（K）シエラレオネ、

（L）ユーゴスラビア、（M）アカバ湾・紅海、

　（N）イエメン、（0）パキスタン、（P＞オマーン、

　（Q）シリア、（R）アルジェリア、（S）エジプト

　最後に、戦争保険の構成を簡単な図にしたの

で、ご参照願いたい。

戦争保険の構成

船体 船舶保険

船主責任

（船客を含む
謗O都対する責任）

黶E o＆1保険・

?g員に対す磧働

費用・収益

不稼働損失保険

免
責

（
戦
争
・
内
乱
・
テ
ロ
　
餉
）

船舶戦争イ呆険

（含むWarP＆1保険）

〔含むWarCrewLiability保険〕

不稼働損失戦争保険

船舶戦争保険

（含むWarP＆1保険）

→ B＆T　（LOT）イ呆険 →

War　Crew　Liability保険

不稼働損失戦争保険

B＆T（LOT）保険

P＆1Club
Special　Cover

lor　War　Risks

　P＆【

注）［ニコ部分はP＆ICI・b、その他は損保会社によるて備

　　　　新たな米国海運保護政策導入が提案

　　　　　米国2002年度国防授権法案について一

　MSP（＊1）等、米国の自国海運保護政策は、

外航海運の自由公正な競争を歪める恐れがある

ことから、かねてよりわが国政府をはじめ関係

各国から撤廃を求められているが、2001年9月

米国同時多発テロ後の米国議会において、新た

な海運保護条項を含む国防授権法案が提出され

たことから、わが国を含む日欧10力国政府や当

協会は、これに反対する活動を展開した。

1．2002年度国防授権法案の概要

　2001年9月25日、米国の国防用商船確保プロ

グラム「NDF」（＊2）登録船舶の平時での市場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「へ
参入を促進するためのNDF強化条項を含む国

防授権法案（＊3）が、米国下院を通過した。

　同条項は、NDFに基づいて建造または今後

建造される米国戸田が、米国トレードに参入で

きず（failure　to　obtain　employment）、かつ、当

該トレードが米国の同盟国同社により長期に渡

り支配されている場合には、「制限的貿易慣行」

が存在するものとし、こうした状況を国防長官

が示すことで、課徴金や米国港湾への寄港制限

といった外国船社に対するFMC（米国連邦海

事委員会）の是正措置を可能とするもので、関

係方面では、軍事徴用に適する自動車専用船の
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平時での市場参入促進を意図したものであると

推測されている。

　国防授権法案については、上院はNDF強化

条項を含まない法案（S1438）を通過させたこ

とから、上下院の法案を一本化する両院協議会

の場で、お互いの法案についてのすり合わせを

行うこととなった。

2．NDF強化条項提案の背景

　HR2586のNDF強化条項は、もともと一部の

米国船社や造船業界、海員組合等を支援者に持

つといわれるウェルドン下院議員らが2000年11

月に下院に提出し、その後廃案となったNDF

Improvement　Bill（HR5488）および2001年6月

に下院に提出されたものの、未審議のままとな

っている「Nationa1　Defence　Features　Program

Enhancement　Act　of　2001」（HR2075：NDF増

強法案）の条文をほぼそのまま引き写したもの

である。

　今回のNDF強化条項も同議員らの提案によ

りHR2586に盛り込まれたことから、これまで

単独法案では成立していない前記法案を、テロ

事件後の米国議会で最優先審議法案である国防

関連法案に含めることで、早期成立を狙ったも

のと見られている。

　なお．、HR5488およびHR2586はFMCの是正

措置が可能になる条件として、「FMCが制限的

貿易慣行の存在を発見した場合」としているが、

HR2586のNDF強化条項では、国防授権法案に

盛り込むためか国防長官が「制限的貿易慣行の

存在をFMCに示した場合」としている。（図

参照）

【図】HR2586による是正措置発動までの流れ

国防長官が制限的貿易慣行を発見

国防長官が制限的貿易慣行の存在をFMCに示す
　　　　　　　　（certlfy）

外国船齢に対するFMCの是正措置発動

3．関係者の対応

〔1）関係国政府・米国関係当局の対応

　　NDF強化条項に対し、日欧10力国政府

　　（＊のは、同条項は民間の自由公平な競争

　　原則に反するものであるとして、導入に反

　対する共同申し入れ書を米国国務省に提出

　　した。

　　一方米国国内でも、FMC長官が同条項

　　の法的問題点を主要上院議員に指摘した他、

　　国務省や国防総省も同条項の趣旨に反対す

　　る文書を議会関係者に提出するなど、米国

　　政府内部からも同条項に異論を唱える動き

　　が相次いだ。

　（2）当協会・関係船社の対応

　　　当協会ワシントン連絡事務所からHR

　　2586にNDF強化条項が盛り込まれている

　　との情報を入軽した当．協会は、国土交通省

　　に政府としての対応を要請するとともに、

　　同事務所を通じ現地での情報収集を行い、

　　当協会会員会社の議会・政府関係者に対す

　　る働きかけをサポートした。

　　　また、当協会がメンバーであるCENSA

　　（欧州・日本船主協会評議会）を通じ、CSG

　　（先進14力国海運担当官会議）の米国政府

　　への働きかけを要請するとともに、韓国船

　　主協会に対しても同国政府への対応要請を

　　依頼した。

　（31関連業界の動き

　　　NDF条項は、米国荷主の輸送船舶の選

　　択を制限し、ひいては輸出競争力低下に繋

　　がるものであるとして、米国最大の荷主団

　　体であるNITL（National　Industrial　Trans－

　　portation　I£a即e：全米産業運輸連盟）や、

　　Ame紅can　Fa㎜Bureau　FederaUon他米国

　　農業関係9団体は、両院協議会メンバー議

　　員に対し、同条項に反対する文書を送付し

　　た。
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　また、日本の自動車メーカーが中心とな

って構成されている国際自動車工業会も、

同条項が自動車輸送に及ぼす影響を懸念し、

日欧10力国政府の共同申し入れ書を支持す

る文書を商務省、U釧rR（米国通商代表部）

等に提出した他、両院協議会メンバー議員

にも条項への反対を求める文書を送付した。

3．2001年11月15日現在の状況

　10月31日から開催された両院協議会の冒頭、

上院はNDF強化条項反対の意向を表明し、そ

の後同条項につき議論された結果、上下院の統

一国防授権法案には同条項が含まれない公算が

強くなっているものの、11月15日時点では同法

案が最終化されておらず、依然として予断を許

さない状況である。

　当協会としては、引き続き同条項をめぐる議

論の動きについて注視するとともに、今後の動

きについて、情報収集していくこととしている。

（＊／）MSP：Maddme　Security　Program＝米国新

　規運航補助制度

【資料】NDF強化条項をめぐる動き（2001年11月15日現在）

2001年9月25日

　　　10月1日

　　　10月2日

　　　10月3日

10月5日

10月12日

lO月16日

10月17日

10月19日

　有事の際に微用できる自国籍商船隊の維持に

関するMadtime　Secudty　Actに基づき、1996年

から始まった制度。人件費の高い米国入船員で

運航することが義務付けられている米国籍商船

　に対し、有事に徴用することを前提に1隻あた

　り年間210万ドルの運航補助金を与えるもの。

（＊2）NDF：National　Defence　FeaUlres　Program

　根拠法令は、合衆国法典第10巻「軍備」第2218

　条。国防用商船確保プログラムで、有事の際に

　徴用することを前提に、米国造船所で建造され

　た米国籍船を軍事輸送にも耐えうる仕様とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　ための改造費用と、その維持費用を米国政府が

　補助する制度。

　　同プログラムの予算は、国防省歳出法案で規

　定されている。

（＊3）Nationa歪Defence　Authorization　Act　for　Fis－

　cal　Year　2002＝HR2586：2002年国防授権法案

　　政府に国防のための行政・歳出権限を付与す

　るための一括法案。

（＊4）申し入れを行ったのは、フィンランド、ド

　イッ、ギリシャ、イタリア、日本、オランダ、ノ

　ルウェー、スウェーデン、英国および欧州委員会。

NDF強化条項を含む下院版国防授権法案（HR2586）が成立

日本政府は、在米日本大使館に関係方面への働きかけを指示

NDF強化条項を含まない上院版国防授権法案（S1438）が成立

日本政府の呼びかけにより、日欧10力国政府は、廿ee　and　falr　compe世ion原則に反

する政策導入に反対する共同申入れ書を国務省に提出

FMC長官は、同条項の問題点を指摘した文書を主要上院議員に提出

国際自動車工業会（日本の自動車メーカー中心）が日欧10力国政府の申し入れを支

持する文書を商務省、U釧rR、国家安全保障会議に提出

国務省は、同条項に反対する文書を議会に送付

国防総省も同様文書を議会に送付

NITLは、　NDF強化条項は荷主の輸送船舶選択の自由を制限し、ひいては輸出競

争力低下に繋がるものとして、同条項に反対する文書を両院協議会メンバーに送

付

国際自動車工業会も、同条項に反対する文書を両院協議会メンバーに送付

㎞e且can　F㎜Bureau　Federa偵on他米国諜関係9団体が、両1賜議会メンバー
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　　　　　　　に対し、NDF強化条項に反対する文書を送付

　　10月31日　上下両院の国防授権法案を一本化するため、両院協議会が審議開始

　　　　　　　上院は初日にNDF強化条項に反対の意向を表明

　　　　関門区の強制水先対象船型を3，000総トン以上1

　　　　　「水先区の設定等に関する検討

　平成13年10月31日、「水先区の設定等に関す

る検討会」（座長：加藤俊平東京理科大学教授）

が開催され、港湾管理者（北九州市・下関市）

より規制緩和要望が提出されていた関門区の強

制水先対象船型の引き上げについて審議を行い、

概要以下のとおり取りまとめを行った。

（入出港船）現行300G／T以上

　　　　　　→3，000G／T以上への引き上げ

　　　　　　ただし、危険物船および「若松第

　　　　　　ユ区～第4区」（図参照）への入出

　　　　　　縄掛は現行どおり

（通過船）現行どおり（10，000G／T以上）

　なお、実施は平成14年半ばが予定されている。

　これまで同検討会では、強制水先対象船舶が

「300総トン以上」の水先区を抱える港湾管理者

から出された対象船型の引き上げに関する規制

緩和要望について審i議を行っており、既に神戸

区については平成10年7月より「10，000総トン

以上」（本誌平成10年4月号P．31参照）、横浜

区については平成11年7月より危険物積載船を

除き「3，000総トン以上」（本誌平成11年1月号

P．6参照）に対象船型が引き上げられている。

　関門区に関する検討経緯は、概要次のとおり

である。

　平成12年5月30日に開催された第1回検討会

では、港湾管理者等関係者にヒアリングを行い、

論点整理をした上で、平成12年内を目途に取り

まとめを行うこととした。また、神戸・横浜区

と同様に審議を1［1滑に進めるため、㈹日本海難

防止協会の水先問題検討会において操船シミュ

レータによる評価等を併行して実施することと

　　　　　　　　　　　　　こ引き上げ

　会」の取りまとめについて一

した（本誌平成12年7月号P．12参照）。

　しかしながら、同年11月28日に開催された第

5回検討会において、関門区は神戸・横浜区と

は異なり潮流の影響を受ける等の理由により慎

重に検討を行うこととされ、平成12年内の結論

は見送られた。

　その後、平成13年4月6日、平成13年度第1

回検討会（通算6回目）が開催され、操船シミ

ュレータ実験結果が示されるとともに、入出港

船は現行の「300総トン以上」を原則「3，000総

トン以上」に引き上げ、通過船は現行どおり

「10，000総トン以上」とする見直し案が示され

た。本案については、港湾管理者より持ち帰り

内部検討したい旨意見が提出されたことから結

論が持ち越されていたが、同年10月3／日に開催

された平成13年度第2回（通算7回目）検討会

において、ようやく操船シミュレータ実験結果

を踏まえた見直しが了承された。その骨子は、

次のとおりである。

［関門区の強制水先対象船型見直し］

1．関門区については、入出港船は3，000総ト

　ン以上の船舶を強制水先の対象とすることが

適当である。ただし、危険物積載船について

　は現行どおり300総トン以上船舶を対象とす

　る。また、狭隆で長い航路を持ち、港内航行

管制も行われている若松区第1区～第4区

　（図参照）についても、岡様に現行どおりと

する。

2，通過船については、現行以上に規制を行う

　必要があるとまでは断定できないことから、
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現行どおり10，000総トン以上の船舶を強制水

先の対象とすることが適当である。

3．この見直しに伴い、今後、水先人が乗船し

ない船舶が増加し、船舶の交通状況が変化す

　ることも予想される。こうした状況に対応す

　るため、関係者への十分な情報提供を行うと

　ともに、関係者において見直し後の船舶の交

通状況を検証していく必要がある。

4．今回の見直しに関する措置の実施について

　は、周知期間、安全対策等の実施のための準

　備期問等を考慮した上で、平成14年半ばを目

　途に実施に移すことが適当である。

　なお、同検討会は、平成9年7月の運輸大臣

諮問「水先制度の今後のあり方について」を受

け、海上安全船員教育審議会（以下「安教審」）

水先部会の下に設置されたものであるが、平成

13年1月、省庁再編に伴い安教審が廃止された

ため、その後は同検討会を関係者による懇談会

と位置付け、引き続き検討を行ってきた。この

ため、神戸・横浜区における見直しの際には、

運輸大臣への中問答申に沿って必要な政省令の

改正が行われたが、今回は答申という形式をと

らず、行政の責任で検討会の取りまとめを反映

した見直しが行われることとなっている。

関門区（強制区）の概略図

曳
曝ρ．

π

ぎ～1キ
・髭ノ・鮒、平畿月
　　　　　　　　突蒐淘

……羅．…．鋸忌
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　航路拡幅
【平廓14年度翼塩

10km

　砲口歌競
　【甲醍13年9月
　　冥施済〕

．、 D　　．ノ　　　　　　　　、．

團閉区（強制区）

　　一うち
　　　若松第1区一第4区

0 5nm
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川崎汽船飛田監査役イラン・イラク戦争当時の

日本関係船舶の安全確保について講演

　　　～日本・湾岸協力機構安全保障セミナーについて～

　10月30日、31日に外務省中東アフリカ局主催による日本・湾岸協力機構　安全保障セミナーが

開催され、川崎汽船　飛田監査役が海峡航路の安全とアクセスについて講演した。

　本セミナーは、湾岸諸国との新しい協力関係構築のために、河野外務大臣（当時）が2001年1

月に湾岸諸国を歴訪した際に発表した「河野イニシアチブ」の趣旨に従い開催されたもので、GCC

6ヶ国（The　Gulf　CGQperation　Counci玉／湾岸協力機構ニサウジ、クウェート、バハレーン、　UAE、

カタール、オマーン）および二二の有識者と意見交換を行うことにより、今後のわが国とGCC諸

国との関係強化に資することを目的としている。

　飛田氏（元　外航労務協会事務局長）は、イラン・イラク戦争当時、わが国商船隊が原油をは

じめとする物資の輸送を確保するため、船舶への攻撃および被害状況に関する詳細な情報を収集

した上で講じたコムボイ（船団）を組む方式等の安全対策など、船主協会の対応について説明し

た。また、海上輸送を通して世界経済の発展に寄与する海運事業者として、一般商船が世界中ど

こへでも安全に航行できることが必要であり、二度と安全運航が阻害されることのないよう強く

要望した。飛田氏の講演はイラン・イラク戦争という武力行使の影で民間の船舶運航者がいかに

苦労したかを示すこととなり、出席者の注目を集めた。

21世紀における日・湾岸諸国関係促進の構想

〔
新
構
想
〕

2001年10月

協力枠組みの拡大

〔
既
存
の
枠
組
〕

〔人造り，環脱，匡療・程学技術、文化・
スポーツの色分野》

【当面の具体策】

・環境に係る広域協力〔講師派遣等）

【主な実績】

●環境、人造1，に関する11・GCC

　地的交流セミナー
●新分野交流事業等を通じたQD．、

　卒業国の人材育成

瞳【当面の具体策】
・JICA，　JETRO等を
通じた技術協力の拡充

〔主な実績】

●投資保護協定交渉

●投資セミナーの開催．

幽【当面の具体策】
・要人往来の活性化

　（外相の訪日招請等）

・合同委員会開催・活性化

〔主な実績】

●合同委の実施
●要人招聰のF辞li化

「日・GCC21世紀協力」　（97年策定）

せんぎょうNoり2001§17
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震災後の神戸港の現状

　阪神淡路大震災の後、神戸港は驚くほどの短

期問で港湾施設を復旧し、その後6年を経過し

ようとしておりますが、入港船舶、取扱貨物量

ともに震災前の7～8割程度で横ばいの状況が

続いております。

　震災後、当地区船主会はいち早く定航会社支

店長を中心として神戸港の復興につき検討し、

提言を発表しました。また、地元の官公庁や団

体による委員会がいくつも設置され、それぞれ

報告を取りまとめられております。最近では神

戸市港湾整備局に「神戸港利用促進協議会」、

「神戸港21世紀懇談会」が設置され、これには

当地区船主会の小林議長（八目汽船社長）が参

画されております。

　ご存知のように神戸港は昔から天然の恵まれ

た地形を利用して栄え、近代では京阪神を中心

とした雑貨の輸出港として発展してきました。

しかし、震災前から既に取扱貨物量の伸びは鈍

化する傾向にあったことも事実であります。

　この理由として考えられるのは、これまで神

戸港の貨物の大宗をなしていた雑貨の生産拠点

がわが国に比して人件費の安い中国、韓国、台

湾などに移転したこと、港湾料金などもこれら

の国の方が何かにつけて安いこと、などが主な

理由ではないでしょうか。これが震災によって

拍車をかけられたというのが実情かと考えます。

　減少の著しいフィーダー貨物を見てみますと、

本四連絡橋の供用開始に伴い、神戸港を発着す

神戸港の港勢回復状況

区　　　　分
震　災前
@（A）

震災後
@（B） B／A

（1994年） （2000年）

外貿定期航路数（概数） 180航路 T65航路 91．6696

フル＝］ンテナ船入港隻数 4653隻 4662隻 100．19％

外貿コンテナ貨物取扱量 42183千トン 32159千トン 76．2396

トランシップ貨物量 5811千トン 3515千トン 60．4896

貿　　　　易　　　　額

輸　　　出　　　額 4兆6700億円 4兆1100億円 88．0096

輸　　　　入　　　　額 2兆4300億円 2兆0200億円 83．12％
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　　　　　　　　　ヤこニぱモヨ　のマボリ
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　　　　　　　コ　　　
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戸空莞
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るフェリーボートの多くが航路を廃止したこと、

地方港湾の整備に伴い地方港湾から直航の外国

向け航路が新設されたこと、震災によって他港

に避難した荷物が帰ってこないこと、などが理

由として考えられます。

　現在、神戸港では神戸沖空港の建設が進めら

れており、既に一部は海上に姿を見せておりま

す。また、港湾区域の再編成として、利用され

なくなった貯木場などのほかの目的への転用や、

古い櫛型の埠頭の問を埋め立てて後背地の広い

新しい形の埠頭が建設されております。

　上海・長江交易促進プロジェクトでは、発展

の著しい隣国である中国との貿易の拠点として

活発な活動を展開しております。

　ソフト面では、港湾手続きのIT化について、

「神戸港IT化調査研究会」において、荷主や

銀行とも連携したシステムが検討されておりま

す。

　古い資料では、神戸市民の4割が何かの形で

港湾と結びついているとされておりますので、

神戸港の衰退は神戸市の衰退に直接つながるこ

とになり、地元関係者としてなんとか神戸港が

活気を取り戻すよう力を合わせ頑張っていると

ころであります。

（阪神地区事務局長　谷ロー朗）
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日本船長協会専務理事大河原豊重

ゆ　　　　ヨ　　ら　　　　　　　　　　　　　

訟W＝．1．．　ware　canaDを大型（パナマックスサイズ）の自動

　　　　　　車専用船（PCC）で同運河を通航した際、　Air

　　　　　　Draft（マストの高さ）と運河に架かる旧すれすれに

　　　　　　通り抜けた時の緊張した思い出について書くことと

　　　　　　する。

　今航もこれまでどおり、本船PCCでボルチモア

（Baltimore）を出港しチェサピークベイ

（Chesapeake　Bay）を下り、8月25日（日）にニュー

アーク（Newark）に着き、荷役は月曜日の朝から予

定されていた。従って日曜日の夕方までに着岸し

て補油ができればよいので、CD運河を通らず外

回りで25日午後にニューアーク着とする予定とした。

　ボルチモアは忙しく24日早朝に着岸するとすぐ

に揚げ荷役が始まり、夕方には1唱帆するので二晩

寝ないことになる。ちょっと休みたいと思ったが、U．S．

TOYOTAや代理店の旧友達が部屋に集まって

久しぶりの歓談となり半日がアッと云う問に過ぎて

しまった。

　午後になって二等航海士が“今受取ったMari－

ner’刀@Noticeによるとケープヘンリー（Cape　Henly）

の沖合にFire　Exercise　Area（軍の射撃訓練水

域）が設定され、今夜から明朝は通航できません”

と報告してきた。この水域を避けて沖に大回りする

と90海里も距離が増しニューアーク着は真夜中に

なってしまう。補油や本船の着桟、入港手続き等の

手配変えなどを考えるとはなはだ面白くない。US

Coast　Guard（米国沿岸警備隊）に確認したところ

やはり迂回しなければならない事が判った。

　急遽C．D運河の通航を検討してみるが、問題

は、マストの高さおよび風の影響である。パナマッ

クスサイズの本船は船幅が32．26mあり、また横

風圧面積が4，QQOm2（約13QQ坪）を超えるため風

が強いと圧流されて、狭い運河内で座礁する危

険もある。

　幸いにして、南の風、風速4～5m／s程度で天

候は大丈夫そうだ。マストの高さの問題について

は、一等航海士と一緒に慎重に計算してみるとバ

ラストをFullに張ればなんとか133feetになる。水

面から橋まで135feet（約41m）であるため、一応2

feetのクリアランスがあるが、この大型船では少々

厳しい値で惑ってしまった。この程度のクリアランス

だと橋の真下にくるまでぶつかりそうで肝を冷やす

事になりそうだ。

　そうこうしている間にチェサピークベイパイロッ

．ノ
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東京MOU第10回PSC委員会Open　Day　Forumの模様

　東京MOU（アジア太平洋地域におけるポートステートコントロール（PSC）実施協力のための

覚書）第10回委員会がユ0月15日置ら18日までの4日間、国土交通省において開催された。

　今次会合では東京MOU覚書およびPSCマニュアルの改正並びに検査データベースシステム

の運用等の審議が行われた他、サブスタンダード船に焦点を当てたターゲットシステムの検討が

行われ、今後、各国間で更なる意見交換が必要との認識に至り電子メールを用いたワーキンググ

ループを設立することとなった。

　また、今回、初の試みとしてOpen　Day　Forumと称し、ユ0月16日、民間との意見交換が行われ、

国際船級協会、日本海事協会、当協会、アジア船主フォーラムのメンバーが参加した。

　船級協会からは、海上における安全および汚染防止のための基準を維持、向上させていくため

には、船級とMOUの協力が不可欠であるとした上で、船級規則に関連する欠陥が発見された場

合には船級の検査員に早急に連絡してほしいこと、ISMコードに関連する欠陥というのは設備

や機器の問題ではなくシステムの問題なので修正には時間がかかることを考慮すべきであること

等が述べられた。当協会は、サブスタンダード船の排除促進のためにはターゲットシステムを導

入すべきこと、あまりにも些細で安全の本質に関わりの少ない点を指摘することのないようPSC

検査官の技量向上と判断基準の標準化が必要なこと、救命艇の降下テストを要求するケースが多

いがその手続きにおいて欠陥があるとの明確な根拠に基づいて詳細な点検に入ることが示されな

い場合が多いこと、および救命艇に関してはテスト中に船員の死傷事故が多く発生しているとの

報告があるのでこの点にも配慮が必要であることなどを述べた。

（
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船会社の伸間たち

第＠回

．）

1．所属部署の業務は主にどの

　ようなものなのでしょうか？

　主に船舶の運航業務（荷主と

の契約交渉、船長へのVoyage
lnstructlonの作成、積／揚地
代理店の手配、運賃計算、運航

採算試算等）に携わっておりま

す。また、南仲は海外の用船者

にTlme　Charterしている船舶
が数多くあるため、用船契約上

のクレームを未然に防ぐべく現

場（船舶）に対して日々木目細

やかなlnstruotlonを行い、船

主業務の完遂と安全運航に努め

ております。

　　　　　　　　　　㌦．ご｛、．、，＿→

今回、登場して頂くのは

　　　　　三菱髄石輸送（株）軍需部営業課

　　　　鋼馳榊31歳鳳

）

2，これまでの会社生活の中で

一番の思い出といえば…？

　経理課に所属している時に、

乗船研修で豪州Newcastleよ
り日本向け石炭積航海を経験し

たことです。陸籍の私にとって

は、見るものすべて初体験であ

り、未知の世界である．「船」全

てに驚きを覚えたものです。

3，御社の自慢といえば？

　船舶の知識に精通した少数精

鋭の社員が、「安全運航」と「環

境保全」に日夜努力し、船主と

しての高い評価を獲得している

ことです。さらに、これをバッ

クアップすべく、日本人、外国

人船員を問わず、用船契約、船

舶管理、ISMコード等の教育
プログラムを作成し、定期的に

セミナーを開催し、常に船員の

「質」の向上を図っております。

4，今後チャレンジしてみたい

仕事について教えて下さい。

　営業部という立場柄、会社の

利益向上を目指して日々の業務

に取り組んでいますが、今後は

会社の利益を今まで以上に上げ
隠る・とのできるプ・ジ・クトを

　　企画していけたらと思っていま

　　す。

三菱鉱石輸送㈱の事業概要

　当社は、1959年1月輸入鉄鉱石輸送を目的とし

て創立しました。その後、日本郵船㈱と業務提携

し、営業規模の拡大と新規分野への進出を図り、

現在では鉄鉱石をはじめ、石炭、穀物、チップ、

自動車輸送等、不定期船事業を幅広く展開し、安

全かつ効率的な運航ときめ細かいサービスの提供

によって、顧客のあらゆるニーズにお応えしてい
ます。
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不正薬物・銃砲の密輸入の動向

　財務省税関局監視課は、このほど平成12年の不正薬物およ

び銃砲の密輸入の動向について報告書を発行した。

　政府は、平成9年に覚せい剤検挙者数が2万人台に肉迫し、

昭和20年代後半、昭和50年代後半に続く第3次覚せい剤乱用

期の到来といわれるような深刻な状況になったことから、平

成10年5月26日、「薬物乱用防止5力脱計画」（平成10年～14

年）を策定し、不正薬物に対する強力な取締り、国民の理解

と協力を求めるための広報啓発等の施策を推進している。ま

た、入国旅客や輸入貨物など水際での取締強化に努めるとと

もに、当協会をはじめ密輸に利用される可能性のある船舶、

航空機、商業貨物等に関係する団体等とも連携し効果的な取

締りを図っている。

　同報告書によると、平成12年の不正薬物の密輸入について

は、摘発件数が516件、押収量が1，389kgとなり、平成11年に

続いて史上2番目の押収量を記録した。

また、銃砲については、密輸入摘発件

数が9件、押収量が123丁となり大幅

に増加した。

密輸入事犯の主な特徴としては、

①隠匿手口はますます悪質・巧妙化

②一件あたりの密輸入量が大口化

③錠剤型幻覚剤（MDMA、　MDA）

　の摘発が急増

等が挙げられるとしている。また、昨

年に続き、海上コンテナ本体を工作し

た事犯や取締りが手薄な地方港を狙っ

た洋上取引事犯など薬物の押収量が

200kgを超える大量密輸事犯も3件摘

発されたとしている。

　関係各位におかれましては、船舶が

密輸入に利用される可能性があること

にご留意頂くとともに、関連する情報

を入手された場合には「密輸110番

（0120－461－961）」への通報をお願い

いたします。

（担当　海務部　斎藤

　　　　　　／Tel：03－3264－7177）

　セド熱1粘”　　　樽1　・・一’｝ぐ．、　、

ll幾鷺薬舗l

羅箆応酬爵誉
◎轡菌輝国擁
群㌦多三㌦㌦21「」∵ギ寺み

主な社会悪物品の摘発実績
　　　　　下種頬

平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年
前年比
i％）

覚ぜ・哨1嶋
20
T28

23
U4

37
T44 　39P，450

57
W86
1462
U11

・　・陵
191

P79
169
Q20

266
Q81

255
V23

303
S85
1188
U72

（大麻草） 件
k
g
剣聖

185

W4
／57
T29

217
R43

13B　2
U48

（大麻樹脂） 件
k
g

42　　　45
P30　　103

81

P97

9B
P93

B6
P43
878
V38

ヘロイン
件
k
g

1
1
4

12
R

18

S

13
P

14
U
1077
T197

コカイン
件
k
g

16

Q6
7
2
3

19

P6
10

S
】2

V
1200
A5D　3

あ　へ　ん
件
k
g

13

R3
1
1
1
2

1
1
1
8

8
7
5
5

625
V08

MDMA 件千
錠

4
1
5

2
0

1
1
1
］

26
P8

36
W5
］385S642

向精神薬
件
千
錠

130
V8
123
P10

230
P36 馴器

533
S42

合　　　計

件
k
g
千
錠

　385
i143）@770
i145）　　92

@〔39）

　347
i126）　321

i互22）　110

i　10）

　592
k215）　863

i139）　147

i　29）

　518
i192）
Q1］86
i238＞　］59

i　41）

　516
i231）1，389

i414＞　147

i　84）

　996
i1203）
@636
f74．D　925

i2030）

参考下用回数） 万回 2，043
456 2，141 5，］78 3，26／ 630

銃　　　砲
月
山

18

N
19

U］

13

ｱ
13
S0

　9
P23
692
RD7．5

（注）1　数孚は摘発ベースのものであり、税関が摘発した密輸事件に係る押収
　　量の他、警察等他機関が摘発した事件で税関が当該事件に関与したもの
　　に係る押収量を含む。
　2　覚せい剤は、覚ぜい剤及び覚せい斉1原料の合計数量を示す。
　3　MDMAは．　MDMA及びMDAの合計数量を示す。
　4　舎計欄の（　）書きは航空旅行による実債を示す（内書き）。
　5　使用回数は．乱用者の通常の一回分使用量をもとに換算したものであ
　　る。（覚せい剤DO3g、穴麻草05g、大麻樹脂01g、ヘロイン．001
　　g、コカインOD3g、あへん03g、MDMA及び向精神棊1錠）
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1有害船底防汚塗料の規制に関する外交会議
～が、ロンドンの国際海事機関（IMO）本部
5で開催され、5日、TBT（トリブチル・ス
日ズ）等を含む有機スズ親船舶用塗料の使用

　を規制するための新条約が採択された。

　（本誌2001年10月号海運ニュース国際会議

　レポートP．5参照）
417力国’地域の官民関係者、国際機関のメ
～ンバーの出席の下、東南アジア海域の海賊
5　・武装強盗対策に向けたアジア協力会議が、

日東京で開催され、海賊対策に関する地域協

　力の方向性について検討した。

　　（P．9　海運ニュース国際会議レポート）

5世界貿易機関（WTO）サービス貿易理事会
～特別会合が、スイス・ジュネーブで開催さ
12れ、海運分野についても、初めて実質的な
日審議が行われた。

　　（P．8　海運ニュース国際会議レポート）

8国土交通省は、同日未明の米国によるテロ
日組織壊滅に向けたアフガニスタン攻撃開始

　　を受け、8日午前2時に緊急テロ対策本部
　　（本部長：岩村敬総合政策局長）を設置した。

8国際海事機関（IMO）第83回法律委員会が、
～英国・ロンドンにおいて開催され、「船客
蓬2およびその手荷物の海上輸送に関するアテ
日ネ条約」改定問題等に関し審議が行われた。

　　（P．2　海運ニュース国際会議レポート）

11国土交通省は、2001年9月分の新造船建造
日許可集誰課を発表した。そ損こよると、

　　国内・輸出船合計29隻127万6千総トンで

　前年同期と比べ3隻増加、総トン数で76％
　増加した。

14ブイリピンのPa価cia　A　sしThomas労働雇

～用省長官および船員業界関係者の代表団一
17行が、フィリピン人船員の雇用促進を政府
日および関係業界にアピールするため来日し

　た，（P．22　囲み参照＞

15東京Mouは・第10回PSC（ポートステ
～一トコントロール）委員会を東京で開催し、

18加盟17力国・地域の当局らがpscマニュ
日アル改正などについて審議した。

　　（P．22　囲み参照）

1592年国際油注補償基金（10PCF）の第6回
～総会が英国・ロンドンで開催され、荷主に
19よる任意の追加補償基金の設立等について
日検討が行われた。

16経済団体連合会は、2001年度の規制緩和要
日望をまとめ、政府に提出した。運輸分野海

　　運関係では、当協会からの要望項目である

　　輸出入・港湾諸手続きの簡素化促進および

　　ワンストップサービスの実現をはじめ、9
　　項目を要望した。

23国上交通省は、海事局船員部長の私的懇談
日溜として官民で構成する「内航船員養成に

　　おける即戦力化等に係る検討委員会」（委

　　員長：加藤俊平東京理科大学教授）を設置

　　し、新人内航船員の即戦力化等について検
　　討を行った。

2g当協会と台湾船主協会は、台湾・台北市で
日第6回日台船主協会会談を開催し、両国海

　　運の現状と展望等について意見交換した。

　　（P．7　海運ニュース国際会議レポート）

30国土交通省航空局は、「東京国際空港再拡
日日による船舶航行影響調査検討会」（座長：

　　岩井聰　東京商船大学名誉教授）第3回会

　　合を開催した。

31当協会をはじめ官民で構成する「水先区の
Eヨ設定等に関する検討会」が開催され、．関門

　　区における強制水先対象船型の見直しにつ
　　いて、検討を行い「入出港船は300総トン

　　以上から原則3，000総トン以上に引上げ」

　　「通過船は現行どおり」とする旨の取りま

　　とめがなされた。

　　（P．15　海運ニュース内外情報参照）

31当協会は、自民党国土交通省交通部会、運
日輸・交通関係団体委員会合同会議において、

　　平成14年度税制改正要望として、船舶の特
　　別償却制度の存続などを要望した。

31当協会は、扇千景国土交通大臣および石原
日伸晃行政改革担当・規制改革担当大臣に対

　　し、21項目からなる規制緩和要望を提出し
　　た。
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公布法令（10月）

㊨　船員法施行規則等の一部を改正する省令

　　（国土交通省令第134号、平成13年10月10日

　　公布、平成13年10月10日施行）

㊨　満載喫水線規則及び船舶構造規則の一部を

　　改正する省令

　　（国土交通省令第136号、平成13年10月23日

　　公布、平成13年10月23日施行）

陳情書・要望書（10月）

10月31日

宛先：扇千景国土交通大臣および石原伸晃行

　　　　政改革担当・規制改革担当大臣

件　名　海運関係分野の規制緩和の一層の推進

　　　　についてのお願い

要　旨　当協会が従来から要望している規制緩

　　　　和の項目で、未だ措置されていないも　　一．

　　　　の、もしくは措置不十分のものを中心

　　　　とした21項目についての措置のお願い。

国際会議の予定（12月）

経済協力開発機構（OECD）海運委員会（MTC）

　　12月4日～5日目パリ

OECDワークショップ

　　12月6日　　パリ

ICS（国際海運会議所）／ISF（国際海運連盟）ロルフ

ウエストファルラーセン会長が当協会を表敬訪間

　去る10月18日目ICS／ISFのロルフ・ウエストファルラーセン会長が、当協会の崎長会長およ

び福島理事長を表敬訪問された。この際、ロルフ・ウエストファルラーセン会長から、本年5月

9日に開催されたICS／ISFの2001年総会

において提案されていた、ICS／ISFの2003

年総会の日本での開催を当協会が正式に受

け入れたことについて謝意が述べられた。

これに対し、塒長会長からは、当協会とし

ても、アジアでの開催例がほとんどない

ICS／ISF総会のホストを喜んで引き受け

ることが表明された。

　この他、今後のICS／ISFの活動や、　ASF

（アジア船主フォーラム）との関わりなど

について話し合いが行われた。

一
．

▲当協会崎長会長（左）と℃S／ISFのロルフ・ウエストファ

　ルラーセン会長

戸－
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4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシヤ湾／日本
ペルシヤ湾／欧米

月次　　　　1999
2G（）o

2001 1999 200Q 2QO1

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1　　　　　　67，50　　　　60．75

Q　　　　　　72．50　　　　59．50

R　　　　　　70．00　　　5／．00

S　　　　　　45．OO　　　35900

T　　　　　42，50　　　37．75

U　　　　　　62，50　　　45．00

V　　　　　38．00
W　　　　　　4D、OD　　　36．00

X　　　　　　52．50　　　　45．75

P0　　　　　54，50　　　48．00

^1　　　　52、00　　　44，00

P2　　　　　　56，00　　　47950

65．00　48．OD
U5．OO　54．DO
W2．50　62，00
X5．00　78．00
P1工．25　93．75

P12．50　96，50

P12．50　98．00
P52．50112．50
P50．00128．00
P65．00113．50
P77．50164．50
P60．00140．OO

118，00　8D．00
X2．50　86．00
P03．00　88．75　　　一

V5，00　57．00
S1．50　38．50

T5，00　43．50

U3，15　39．00
X2．00　57．50

W5，00　40．00

62，50　51．00
U5．00　50．OQ
U2．50　42，50
S0．00　33，50
S7，50　33．50
T5．00　37．50

S5．〔10　36．75

S5，00　36．00
T2．50　43．00
T3，75　45．00
S5．CIO　40．00

S6．25　40．00

50．00　40．00

T5，GO　45．OG
V0．00　55．00
W5．00　64．OO
X2．00　75．00
X5，00　80．00

P00．00　82．50

P2G．GO　90．GG
P32，50105．00
P30．00105．OD
P75，00125．00
P42，50125．00

100．50　82，50

X2．5G　70．GG
X0．QO　70．00
W5．00　7D．　OD

U3．50　52，50
S0．00　35．QO

T5．00　42，50

T7．5G　38．5G
W2．50　50．00

V0．00　37．50

〔注）　①日本郵船調査グル．一プ資料による。

@　　るもの。　④グラフの値はいずれも最高値。

②単位はワールドスケールレート。 ③いずれも2砺DIW 以上の船舶によ

） 5．穀物（ガルフ／日本　北米西岸／日本．　　　　　　・ガルフ／西欧）　　　　　　　　　　（単位：ドル／トン）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧

月次 200Q 2001 2000 2001 2000　　　　　　　　　　　　　2001

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　鵬　最高　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

22．50　21．25
Q2．50　20．0σ

Q2、QQ　2LOO
Q2．75　22．00
Q3．35　21．．85

@　23．OO

@　－Q4．25　23．45
Q5．75　24，50
Q5．25　24．50
Q5．25　22．85
Q2．50　20．85

22．50　21．50
Q2．25　21．00
Q2．80　22．70
Q2．25　21．50
@　24．GO
@　23．25

P9．50　18．75
P8．90　17．75
P8．6Q　17．50
P8，35　17，50

　　＝

@　＝

@　＝

@　一P6，13　15．75

@　＝

@　＝

　　＝

@　＝
P4．lo　工3．50　　一

@　一@　11．00
@　二

13．20　　　　11．50　　　　　　　　　－

P1．50　　　　11，1D　　　　　　　　12．00

@　1320　　　　　　　－
@　12．50　　　　　　　－
@　15．G9　　　　　　18．00　　　14、60
@　15．68　　　　　　　　18．00　　　　17．00

@　16，00　　　　　　　　
@　16，DD　　　　　　　　　　12．25

@　16．80　　　　　　　－
P4．50　　　14，40　　　　　　　　－

P9．GO　工3．25

P2．60　12．25

（注）①旧本郵船調査グループ資料による。
②いずれも5万DバV以上8万D／W未満の船舶によるもの。

③グラフの値はいずれも最高値。
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6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　ドル／トン）

ハンプトンローズ〆日本（石炭） ツバロン〆日本（鉄鉱石） ツバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 2000 2001 2000 2001 2000 2001

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

一 一 一 『 6．25　　6．00 8．45　　7．20
2

ll．00 一 『 一 7．85　　5．00 8．00　　6．35
3

一 一 11．75 一 8．20 7．50　　5．85
4

一 一 一 一 8．05　　7．25 6．85　　　5．75
5

一 一 一 　 7．50　　6．90 12．10
6

　 『 11．50 一 7．60　　6．70 6．65　　6．05

7

一 一 一 9．20 8．42　　7．20 5．89　　4．5D
8

一 一 一 一 8．70　　7．20 4．40　　4，25
9

一 一 一 5．40 8，55　　7．13 一10
一 』 　 一 8．20　　8．00 一11
　 一 9．65　　8．25

12
一 一 一

1

（注）①日本郵船調査グループ資料による。　②1’・ずれも8万D／W以上15万DハV未満の船舶によるもの。
　　　③グラフの値はいずれも最高値。

7．タンカー運賃指数
タ ン カ 一　　運 賃 指 数

月次 1999 2000 2001

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 ヨ・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C
1
53．5 91．2 116．8 150．0 198．9 48．0 92．8 ／26．2 145．9 ／48．4 151．8 217．3 346．3 277．4 371．02
58．7 95．8 138．o 161．2 ］．65．7 53．3 ユD7．8 ユ．41．1 154．3 169．9 117．2 205．8 230．5 322．9 400．23
62．2 92．1 113．8 164．3 159．3 58．3 115．7 ／63．7 167．3 189．4 86．7 158．4． 238．9 294．7 347．84
48．8 93．9 136．7 167．5 144．2 69．6 正34．9 195．7 185．6 196．8 94．．1 171．3 272．0 299．0 264．45 37．S 88．13 128．2 176．6 158．3 81．4 126．9 工77．4 187．0 205．3 81．4 160．3 190．5 295．7 262．76
40．ア 85．8 121．4 209．9 157．3 95．8 135．6 ／74．1 工94．3 210．0 60．7 132．3 182．8 242．2 264．1

7
49．4 75．7 124．0 196．3 164．5 1DO．9 153．1 244．9 261．3 215．1 52．2 114．2 130．1 223．6 213．88
42．3 74．3 112．9 160．0 159．1 105．5 196．5 265．5 243．4 233．9 50．8 ユ11．3 148．0 204．3 208．29
41．3 73．3 108．1 162．1 147．9 128．6 190．9 269．2 229．5 254．610
47．O 71．3 ／09．8 153．6 151．3 136．2 165．］． ／94．1 217．3 264．911
49．5 82．5 110．9 141．7 150．1 134．3 2D4．7 267．0 240．9 257．812 44．8 91．2 106．3 146．9 144．1 160．1 209．8 264．6 272．0 283．1

平均 48．0 84．60 118．9 165．8 158．4 97．6 152．8 206．9 208．2 219．1
（注）　①．ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロノズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）②．タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃

　　　指数の5区分については、以下のとおり　．④．VLCC＝15万トン以上　◎中型17万～15万トン　◎．小型：＄万～7万
　　　トン　．e．H・D＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満　魯IH・C＝ハンディ・クリーン：全船型。
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8．貨物船用船料指数

貨物船航海用船。料指数 貨物船定期用船。料指数月次 1996 1997 1998 1999 2000 2001 1996 1997 1998 1999 2000 2001
1
207．0 209．0 189．0 166．O 190．0 193．0 380．3 347．0 277．0 231．0 222．0 264．02
202．0 197．O 186．0 170．0 191．0 198．0 386．6 332．O 254．0 229．0 231．D 267．03
192．0 199．O 171．0 169．0 190．O 195．0 339．4 34工．0 260．O 219．0 23LO 260．0

4
F
a

192．O
P96．0

197．0
P90．0

173．O

h73．0

172．0
P73．0

191．0

P93．0
200．0
Q06．0

363．0
R50．0

354．0
R42．0

262．0

Q62．0
221．0
Q38．0

246．0
Q52．0

258．0

Q62．06
195．0 184．0 ／75．0 176．D 202．0 205．0 339．0 326．0 292．0 238．0 251．D 272．0

7
186．0 183．0 167．0 179．0 202．0 2D4．0 339．0 338．0 266．O 226．0 264．0 267．08
189．0 196．0 165．0 178．0 203．0 192．0 289．0 330．0 2／D．0 233．0 267．0 253．09
186．0 190．0 164．0 185．0 206．0 193．0 293．0 327．0 208．0 238．0 271．0 248．010
176．0 191．0 ユ65．0 185．0 207．0 294．0 316．0 222．0 241．0 290．011
188．0 189．0 170．0 195．O 206．0 323．0 290．0 231．0 254．0 278．O12
211．0 186．0 168．0 192．0 200．0 323．0 294．O 232．0 237．0 267．O

平均 193．3 192．6 ／72．1 178．3 198．4 334．9 328．1 245．5 233．7 255．8
〔注） ①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる． （シッビング・ニューズ・インターナショナ

数は1971
ルはロイズ・オブ・
@　　　　≡1QO。

ロンドンプレスと1987年工1月に合併） ②航海用船料指数は1965．7～1966．6＝100 定期用船料指

’） 9．係船船腹量の推移
1999 200D 2001

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻数千G／T千D／W 隻数　千G〆T千DハV 隻数千G／T千D爪「 隻数千G！T千D／W 隻数千GIT千D〆W 隻数千G／T千D／W

1
2
3
4
5
6
　
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

328　3，242　4，060
R17　　3，094　　3，830

R12　3，248　4，135

R06　　3，321　4，275

R03　3，114　3，949
R28　　3，503　　4，535

R29　3，374　4，345

R41　3，407　4，377

R44　3，514　4，560

R55　3，544　4，576

R47　3，332　4，248

R55　3，456　4，449

511，2052，125
S7　9071，487
S51，0041，720
S91，1831，943
S91，1741，926
T01，3872，485

T01，3632，443
T11，5122，639
T01，5072，631
S9　1，141　1，940

S71，2362，193
S61，2932，308

333　3，252　4，134

R13　2，984　3，758

R10　2，949　3，680

R12　　2，921　3，599

R05　　2，773　3，381

Q99　　2，690　3，269

Q91　2，630　3，225

Q86　　2，622　3，224

Q80　　2，569　3，183

Q92　　2，618　3，185

Q89　2，574　3，135
Q71　　2，429　　2，914

461，2652，292

S6L1922，221
S61，1922，221
S61，1722，257
S3　9141，698
S21，1272，194

S1　8651，639
S0　8131，552
S0　8131，552
S4／，1402，201

S2　8771，644
S0　7791，471

265　2，354　2，775

Q59　2，194　2，497

Q58　2，174　2，489

Q56　2，127　2，463

Q47　　2，063　2，379

Q43　　2，031　2，341

Q36　　1，837　2，173

Q48　　1，818　2，106

Q43　1，745　2，032

41　7841，477
R9　7391，382
S0　9711，883
R9　6471，203
R8　6451，199
R7　6441，196

R7　6441，196
R5　6191，154
R8　8681，667

（注） ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。
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　園児が友達を殴ることはままある。先生に諭

され親に叱られ、態度を改めて心から友達にご

めんねと謝る。親も愛情不足・過多を意識し、

態度を改め子供に接して行けば子供も変わって

ゆく。微笑ましい限りである。そこに怪我がな
い限り。

　いじめの低年齢化が指摘され、その都度、な

ぜ他人の痛みが判らない子供が増えた？

　カリキュラムが多すぎるのでは？切れやすい

のはなぜP学校の指導は？．と野次馬的に騒がれ

るが、本質はそんなところではないはず，

　未成年による殺人事件等の社会現象やその報

道にはもうウンザリで、短絡的に数学、英語等

のカリキュラムと授業時間を減少させ、“余暇

の時問”で健やかに過ごさせれば良いとし、そ

れでだめなら少年法の改定だと騒ぐ向きもある

がζ本当にそれで解決するのかは大いに疑問で
ある。

　“子供には締め付けが必要だ、だって大人じ

ゃないのだから。”が、世間的にまかり通る。

　土地、株、全ての数字が右肩上がりの虚像経

済を牽引した時代があり、以後ずっと右肩上が

りなのは、負債軽減への税金投入額、失業率、

不信感、そしてリストラがらみの自由数。

　機密費流用、労組裏金、警察不祥事、薬害工．

イズ、狂牛病、内閣と官僚の関係、呆然とする

ばかりだが、子供も見ている。

　小泉首相支持率とテロ後のブッシュ大統領支
持率の高さには孝太郎君もびっくり。

　極端な高水準に終焉が来るのは世の常だが、

その終焉は次に何を意味するのか。

　国内では改革遅延、．米国ではアフガン制裁の

終結があるかも知れないし、パレスチナ・イス

ラエルに和平が本当に来るかも知れない、

　安心して飛行機に乗って出張や旅行に行ける

ようになるかも知れない。

　混沌とした現代を本当のおとなはどう対処す
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れば良いのか2

　小泉首相、ブッシュ大統領とビンラデイン氏
では誰が・．一番の大人なのか？

　この3人と乗っ取られた機内においてテロ犯
に立ち向かい、彼らに本懐を遂げさせなかった

人達では？

　貿易センタービル崩壊時、応命救助活動中に

尊い精神と命を捧げてしまった消防士達は

　亡くなっていなければ本気で全員が爆撃機に
搭乗したいと思うのでしょうか？

　”おとなには締め付けが必要だ、だって子供

ではないのだから♂と子供に詰め寄られたら

堂々としていられるだろうか、大人も子供も同

様でフェアでいいと言えるのでしょうか？

　大人が回りを気遣える人生を歩めれば子供も
回りを気遣える道を簡単に見つけられるはずで、

ものの見方考え方、本当の原因の本質は何かを

見定める力を持っていれば、いさかいはもう少

し減少すると信じたい。

　環境や人問を中心とした経済至上主義だって
決して不可能ではないはず。

　少し変わって多少でも住み易い環境が整えば

人口も増加し、年長者を大．切にする若年層もそ

れにつれて増えるのではないでしょうかP

　ところで、郷ひろみの売れ行きと国内景気は

反比例するというデータがあり、なんと彼は来

年休業する予定なので、まちがいなく2002年度

の景気は回復すると豪語していたTV番組には
説得力があり、大いに笑えた。いい着眼点だ。

本人を目の前にしていたのがまた良かった。

　目先を変えて、大人も少しは変わろう1まあ
2002年からはこれで行きたいところ。

　　　　第一中央汽船
総務グループ総務チーム長

　　　　　　斉藤嘉明
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日本船主協会環境憲章

環境理念
日本船主協会は、地球・海洋環境保全が最重要課題のひとつであるとの認識に立

ち、海難事故や油濁による海洋汚染を防止するため船舶の安全運航を徹底すると

ともに、環境負荷の低減および資源の有効活用を推進します。さらに、海運があら

ゆる産業活動と市民生活を支える物流インフラストラクチャーであることを踏まえ、

環境保全への一層の取り組みを図り、わが国ならびに世界経済の健全な発展に

寄与することに努めます。

行動指針
日本船主協会は、環境保全に関する行動指針を次のとおり定め、環境対策

の推進に努めるとともに会員会社の積極的な環境保全への取り組みを支援

します。

　　地球・海洋環境に関わる国内外の法規の遵守と自主的な環境方針の策定1
．
　　　による一層の環境保全

　　　船舶の安全運航を確保するための管理システムの構築と徹底、安全運航
2．

　　　に寄与する機器の開発支援と導入促進

　　　省エネルギー・輸送効率に優れた船舶および設備の採用、船舶の運航に
3．

　　　伴う環境負荷の低減、廃棄物の削減と適切な処理

　　　海洋汚染事故の原因となるサブスタンダード船排除の積極的な推進と船
4．
　　　舶リサイクルの促進

5．　船舶の運航技術の向上と地球・海洋環境保全のための適切な教育・訓練

　　　海難事故および大規模災害等に備え、迅速な対応が取れる適切な6
．
　　　体制の維持整備促進

　　　　　　環境保全活動に関する積極的なFl捷報の提供、環境問題への
　　　7．
　　　　　　意識向上と環境保全への日常引取り組みの強化　　　　　　　　獄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　驚、

．下

ごプ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼



平成13年11月20日発行　毎月1回20日発行　No．496　昭和47年3月8日第3種郵便物認可E囲1」．）／螺拶　　　〆．由�．，貯．　　藩ご）　　　．ご．・．．」誇�l　　’」ヒズ　ヤ　　．＼、；．．．．ヒ．・・．．・．r．、．．ﾀ21cen町脹．∠．一．．．∠．蕪蒙∠．　　∠．．．　〆：．〆∠＝．∠．．／卜．D護1．霧せんきょう　　　　11NO＞E〈《BER　2001提供　川崎汽船�梶@三．＝譲い外航中小船主協会のめざすもの日本船主協会副会長八面汽船株式会社代表取締役社長【】小林宏志1□窪匪i蒙1．1巨臼．　＾　■1．アテネ条約改定議定書案の骨子が固まる一IMO第83回法律委員会の模様一2．lLO最低賃金の世界的な解釈に再度反対を表明一アジア船主フォーラム船員委員会第7回中間会合の模様について一3．両国船協の相互理解と共存共栄の関係を確認一第6回日台船主協会会談の模様について一4．WTOにおける海運自由化交渉の最近の動向一10月のサービス貿易理事会特別会合について一5．海賊対策のための地域協力に関する協定作成に向け前進一海賊対策アジア協力会議の模様について一L船舶戦争保険の仕組を解説一船舶戦争保険の概要と動き一2，新たな米国海運保護政策導入が提案一米国2002年度国防授権法案について一3，関門区の強制水先対象船型を3，000総トン以上に引ぎ上げ一「水先区の設定等に関する検討会」の取りまとめについて一∩∠n∠10…一18　11ご’ちょっと緊張した思い出日本船長協会専務理事【】大河原豊重20［唖藁三菱鉱石輸送�渇c業部営業課【】油野竜也23海運日誌（10月置25船協だより　　　26海運統計編集後記8223囲み記事・川崎汽船飛田監査役イラン・イラク戦争当時の　日本関係船舶の安全確保について講演・東京MOU第10回PSC委員会Open　Day　Forumの模様・フィリピン労働雇用省長官の来日について・不正薬物・銃砲の密輸入の動向・IOS（国際海運会議所）〆ISF（国際海運連盟）ロルフ・　ウエストファルラーセン会長が当協会を表敬訪問・小学校向け壁新聞「船のはなしNo、6、　No，7」の発行について722412226722（．．（蹴巻・頭．言　　　ず　郡　．粥　　　灘　　蹴　、　　　�`一＿燃＿＿＿＿贈＿＿＿一　　　　21世紀にはいり、極めて厳しい経営環境のも　　　と、我々外航中小船主協会（日本船主協会のオ　　　ーナー部会）のメンバーは、グローバル化やIT）　　技術の進歩など、激しい変化に対応しつつ、良　　　質なサービスを継続して提供できるよう、全力　　　を挙げて企業努力している。　当協会は、世界単一市場での競争を余儀なくされている外航海運にとっては、諸外国の海運企業に優るとも劣らない経営の効率化の達成をめざすことが必要であるとの認識に立ち、国際競争力を強化すべく、我が国外航海運の競争条件の整備を、関係各方面に求めている。　日本船主協会が税制をはじめとする諸制度のイコール・プッディングの実現を掲げているのも、我が国外航海運の競争力強化に取り組むことが、如何に重要かを示しているものである。　税制・制度面での立ち遅れは、外航中小船主にとっては、より切実な問題である。船舶維持にかかるコスト、例えば、固定資産税や登録免許税の無い国も多く、諸外国と同じ土俵で競争する際の障害は多岐にわたっている。加えて船員費の負担も外航中小船主に重くのしかかっている。FOC船と比べれば割高ではあるものの、2名配乗の国際船舶の利用も考えており、中小船主にも活用しやすい国際船舶制度の実現を求めて行きたい。　景気回復の遅れている我が国が、活力を保ち国際的な地歩を揺るぎないものにして行くため、構造改革の断行が急務となっており、海運業界においても、円滑な企業活動を阻害する各種規制の撤廃・緩和の実現が強く求められている。当協会は、規制緩和の推進を図るため、日本船主協会と協調して、関係各方面への要望を行なっており、特に船員保険の被保険者資格について、その改善を強く働きかけている。同じ船員でありながら、雇用されている会社が日本籍船を持たなくなったという理由で、被保険者資格を失うということは、船員の福祉の見地からも不当な扱いとなっているので、この制度の早急な是正をめざしている。　船員職業紹介事業の自由化に関しても、日本船主協会を通じ、船員についての労務供給事業、職業紹介事業などの自由化の実現に向けた船員職業安定法の改正を引き続き求めて行きたい。その他、外航中小船主の発展のための環境整備作りをめざしたいと思う。我々が抱えているこれら諸問題を解決するためには、我々自身が当事者として積極的に関与し、率先して活動して行くことが肝要であると考える。せんぎょうNoり200エ愈1舗EWS髄EWS姫WS甕WS羅餐灘憂愚騨論饗潭窯コ（、1国際会議レポートアテネ条約改定議定書案の骨子が固まる　一IMO第83回法律委員会の模様　IMO第83回法律委員会　（以rド、83回委員会）が2001年10月8日から12日までの間、ロンドンのIMO本部で開催された。谷川久成険大学名誉教授をはじめとする日本政府代表団には当協会から暫定龍二法規専門委員（日本郵船・法務保険グループ長）、田中初穂関連業務部課長が参加した、その模様は、以下の通りである。　83回委員会においては、「1974年の旅客およびその手荷物の海上輸送に関するアテネ条約」（以下、アテネ条約）改定問題を主要議題として鋭意審議が行われた。　アテネ条約の改定問題については、ユ984年4月開催の第59回法律委員会以来、主要議題の一つとして審議が続けられてきた。この問、199G年には、責任限度額の引き上げを主目的とした改定議定書が採択されているが、発効には至らず、その後、金銭上の保証の提供（旅客の債権を担保する制度〉の導入等の観点から、本委員会で引き続き審議が行われている。83回委員会においては、これまでの争点であった「金銭上の保証の提供」、「海難事故以外の場合の挙証責任」等に関して議論の取りまとめが行われたことから、改定議定書案の骨子がほぼ固まり、20G2年10月に採択のための外交会議を開催することが決定された。　このため、本稿においては、現段階における　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法律委員会での審議結果を整理した「アテネ条約改定議定書案」の骨子について説明することとしたい。　なお、83回委員会の主要議題となっていた「海難残骸物除去に関する条約案」に関しては、2004／2005年に採択のための外交会議の開催が決定していることから、金銭上の保証の提供を含む実質的な検討は来春開催の第84回法律委員会に持ち越された。　さらに、83回委員会においては、「1992年の油による汚染損害補償のための国際基金設立に関する国際条約（92FC）」改定議定書の検討を優2醤せんきょうNDむ2001））先検討事項とすること、また「危険物質および有害物質の海上輸送に伴う損害についての責任および補償に関する国際条約（HNS条約）」の批准状況のモニタリングを引き続き行うこと等が合意された。　「アテネ条約改定議定書案」の骨子は以下のとおりである。○運送人の責任　現行アテネ条約では、運送人が責任を負わなければならないのは「運送の過程で生じ、かつ運送人等の過失または不注意に起因するもの」とされ、�@衝突等の海難事故と�A海難事故以外では、運送人と旅客のどちらが過失の有無を立証する責任（挙証責任）を負うかが異なっている。すなわち、�@の場合には、運送人が自己に過失がなかったことを証明しない限り過失があったものと推定され（過失推定）、�Aの場合、旅客等の請求者（以下、旅客）が運送人に過失があったことを立証する責任を負うこととなっている。　本件に関しては検討の結果、以下の方向で改定が行われることとなった。　旅客の死傷の場合、�@については一定額までは「厳格責任」（戦争や暴動または避け難い自然現象、あるいは第三者の故意により引き起こされた事故であることを運送人が証明しない限り、運送人の過失の有無に関係なく責任を負う）、それを超える部分は「過失推定」とする2段階方式とすることが決定した。　なお、�Aについては日本をはじめノルウェー等の国が海難事故以外の場合も含む全ての事故の挙証責任を運送入に課するべきとの意見を提出したことから、当初は運送人とする方向で議論されていたが、83回委員会において、後述の運送人に対する責任限度額の引き上げ、金銭上の保証の提供等による船客と運送入との公平性やバランス論の観点から、海難事故以外の場合の挙証責任は、旅客に課す現条約を支持する国が多かったことから、�Aの海難事故以外の場合の挙証責任は現条約通り旅客が負うとされた。○責任限度額　現行アテネ条約においては、旅客死傷の場合の責任限度額は「1運送毎」と定められている。本委員会では、現条約どおり「1運送毎」とするのか、「1事故毎」か、あるいは「1船毎」とするのかについてこれまで継続して審議が行われてきた。83回委員会での審議の結果、この議論がようやくまとまり、「海事債権についての責任の制限に関する条約（以下、LLMC条約※�@）」との整合を図るため、手荷物を除き、責任限度額を「1事故毎」に変更することが決定された。　なお、82回委員会では、ノルウェーと日本両国が共同で提案した「締約国が条約の限度額を下回らない限り自国で独自の法律を適用できる」ことが承認されており、自国の判断で責任限度額を定めない「無限責任」の導入も可能とされている。　※�@LLMC条約：船舶所有者は、船舶の運航に伴　　い、第三者に与えた損害について、その責任を　　一定の金額に制限することができることを取り　　決めた条約。○金銭上の保証の提供　「金銭上の保証の提供」すなわち強制保険制度が取り入れられることとなり、保険付保額は旅客数に関わらず1旅客毎とすることとなった。　なお、無碍額そのものは外交会議にて決定される。○寄与過失の抗弁　「旅客の死傷等が旅客の過失によるもので、かつ運送人がそれを立証した場合には、裁判所はその国の法律に従い、運送人の責任の一部または全部を免除することができる」とした、現せんぎょう翫，，20ρ1鱒3髄EW5羅WS陛WS駐W5駐総翼藩騰行アテネ条約でも規定されている寄与過失の抗弁を全ての場合に使えるように修正すべき、との提案がICS（国際海運会議所）よりなされた。　審議の結果、修正は行わないものの、旅客の寄与過失に対する抗弁は、厳格責任が適用される海難事故を含む全ての場合にも優先することが確認された。海難事故で厳格責任が課される場合であっても、旅客の過失を立証した場合には、運送入の責任の一部または全部が免除されるということである。○船舶の欠陥の定義　改定アテネ条約では、海難事故の定義を「船舶の衝突や座礁、火災等とともに船舶の欠陥による事故」とすることとしているが、米国等より「船舶の欠陥」の定義を明確にすべきではないかとの意見が提案された。裁判に際し、海難事故とそれ以外の事故の区別を明確にする必要があることから、この意見が支持され、審議の結果、「船舶の欠陥」は原則として、船舶の航行機器や船客の避難用具等の不具合や破損とされた。ただし、改定議定書においては、客室等の船客の利用する部分および航行機器それぞれの欠陥の定義を明確に区分し、さらには、防火設備も追加する等、より明確化することが必要とされた。○裁判管轄　現行のアテネ条約においては、裁判管轄に4つの選択肢を認めており、被害者の居住地の裁判所に管轄権を認める場合を「被害者の居住地に営業所を有する場合」に限定している。このため、本委員会では、被害者救済の観点から、さらに「被害者の居住地でサービスを提供する場合」を追加する方向で審議が行われてきた。　しかしながら、83回委員会の審議では、これまでの方向とは全く異なり、新たな規定の導入については条約を批准する上での障害となりかねない等の理由から、現行アテネ条約の通り4つの選択肢とすることが支持された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、以上の主要議論を踏まえ、改定議定書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　案を作成した．．ヒで、2002年10月に採択のための　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外交会議が開催されることとなった。　　　　1LO最低賃金の世界的な解釈に再度反対を表明　　　　一アジア船主フォーラム船員委員会第7回中間会合の模様について一　アジア船主フォーラム（ASF＞船員委員会の第7回中間会合が、平成13年10月23日に韓国船主協会のホストにより釜山で開催された。　会合には、10力国の船主協会から27名が出席し、またオブザーバーとしてAMErlAP（アジア太平洋船員教育・訓練機関連合会）および中国の船員学校の代表が参加し、Li　Shanrnin議長（中国船主協会、COSCO　Mannlng　Corp，　Man−aging　Director）の下、共通議題について友好的かつ活発な意見交換が行われた。日本からは、町野船員対策委員会委員（商船三井専務執行役員）、杉浦船員対策特別委員会幹事会幹事長（日本郵船企画グループ長代理）ならびに事務局より足立船員対策室副部長が出席した。　会合の前日（10月22日）には、ISF（国際海運連盟）とASFによる共同セミナーが開催され、STCW95条約、　ILO統合条約、　ISFに於ける労務問題などの最近の状況についてISF側より参加したDr．　D，　Lindemann（独船主協会ManagingDirector）、Mr，　D．　Dearsely（ISF事務局次長）の両氏より説明を受け、その後これらの問題を中心に幅広い議論を行った。このセミナーは、前年第6回委員会に引き続き、ASFとしてISFとの意見交換を目的として本委員会の招聰によ4§ぜんきようNω200エ．）り実現したもの。　翌日の本委員会では、この論議を踏まえて検討した結果、船員の賃金はその船員の住居の経済状態や生活水準を考慮すべきでありILO最低賃金の世界的な解釈に対しては再度反対を表明した。また、ILO条約を見直し、新しい一つの統合条約に再構築するILO合同海事委員会σMC）の勧告を委員会として全面的に支持し、ASFとしての統合条約に関するポジションをASF内にSmall　Worklng　Groupを設置して検【資料】討する事となった。さらに、委員会は訂CW95条約に基づき外国の免状の基準を確認・承認するための承認手続きを早期に確立するようアジア各国政府に対し求めた。　その他、STcw95条約の施行問題、不正証書の問題、船員の訴訟や遺棄の問題、最小安全配員問題等について検討を行い、当委員会としての意見を別紙の共同宣言として採択した。　なお、次回の第8回中間会合は、来年秋に中国・大連において開催される予定である。アジア船主フォーラム船員委員会第7回中間会合　　　2001年10月23日目：釜山（韓国）　　　　　　　　共同宣言）　アジア船主フォーラム（ASF）船員委貝会第7回中間会合が、2001年10月23日（火曜日〉、釜山において韓国船主協会（KSA）の主催により開催された。　本会合には中国、香港、日本、韓国、台湾およびASEAN船主協会の構成メンバーであるインドネシア、マレーシア、フィリピン、タイおよびベトナムの代表が出席した。また委員会は、アジア太平洋地区船員教育・訓練機関連合会（AMEHAP）および中国の船員学校からのオブザーバーの参加を歓迎した。　中聞会合の前日である2001年10月22日午後に、釜山において、ASF船員委員会の招聰により、国際海運連盟（ISF）がASFと合同でセミナーを開催した。全てのASF代表がこの合同セミナーに参加し、工LO統合条約に関する最近の活動も含めて海運を取巻く諸問題について議論を行った。　委員会は、広範に亘る既存のILO条約を見直し、時代にかなったものとして一つの新しい統合条約として再構築すべきとするILO合同海事委員会（JMC）の勧告を全面的に支持した。この新しい条約の検討において適切かつ代表的なアジアの意見が考慮されるように、統合条約に関するASFのポジションを検討するためのSlnall　WGが設置されることとなった。　船員の訓練基準を定めたSTCW95条約の施行問題が、再度議題にのぼった。委員会は、ほとんど全てのASFのメンバーが、　IMO“ホワ．イトリスト”に掲載され、これらの国と地域の国内の安全基準制度が有効であると認識．された事を歓迎する。また、委員会は船員の標準能力を統一し、保証しようとする…狂CW95条約のすばらしい主旨に感謝を表すとともに、」」ホワイトリスト”編集に際して、締約国からの書類を審査したIMOの努力を評価する。そして、締約国が船員訓練等に関する標準制度の質を維持すべきことを継続的に要求されると考える。委員会は、早期の段階で�pCW　95条約の1／10に基づき、外国の免状の基準を確認・承認するための承認手続きを設立するようにアジア各国政府に対し求める。　委員会は、船員に関する訴訟の裁判管轄権が引き続き曖昧であることに懸念を示し、そのような訴訟は船員が国籍を有する国で審理すべきであることに同意した。更に、遺棄船員や船員に関する訴訟が増加していることに懸念を示し、ILO統合条約の進展が、最終的にこの重要な問題の包括的な解決策を取り入れる機会を提供することを希望する。ぜんきょうNoη2001憩5調匿W5輔匿W5閥匠W5耀W§諮聾襲薦　委員会は、“Tampa号”事件がSOLAS条約遵守の必要性と海上の難民を救助する必要性に対し深刻な問題を提起した事、更にIMOがふさわしい対応策の検討を促進するように求めてられている事について注視した。また、委員会は密航者事件やこれに関連する問題が増加していることに懸念を示したσ　集中的な議論の結果、委員会は、アジア各国の政府が市場の需要・供給に対して介入し、特定の業界の雇用における最低賃金を明示することは通常の政策ではないと考える。委員会は、船員の賃金はその船員の住居の経済状況や生活水準を考慮すべきことを再度表明し、ILO最低賃金の世界的な解釈に対して反対する。　委員会は、海運業界の標準海事通信用語（SMCP＞に対する重要性をIMOが認識したことを歓迎し、多くのASFメンバーが英語による効果的な意思疎通の教育手段として既にSMCPを参考文書として用いている事を表明した。　委員会は、中国通信産業省の招請によりIMOの専門家が9月に、中国の6つの海事教育訓練機関（ME／rs）における現在の海事英語訓練の基準の調査をするために、これらの機関を訪問したことに留意した。同調査団による評価結果の多くが、香港船下のMErsに関する調査研究と合致するものであった。委員会は、船員訓練WGが、・船員の英語能力の欠如が、深刻な問題として増加している事を主張すべき・英語による効果的な意思疎通の教育に優先順位を与えるように求めるべき・AMEnAPおよび国連・アジア太平洋経済社会委員会（UN　ESCAP）等の他の組織と可能な限り協　調を取りつつ、どのようにこの概念をアジア地域に広めるかを議論すべきであると考えた。　委員会は、アジア地域の多くの政府が、STCW95条約およびIMO総会決議A．890（最小安全配員に関する規定）に従って、安全配員の原則を取り入れたことに留意した。　委員会は、旗国がアジア地域の不正証書事件について注意喚起を行っている事を歓迎した。船員の証書が正規のものであるか確認するための手続きが、アジアの多くの国や地域で実施されている。アジアのいくつかの国において、証書を照合するためのデータベースがインターネットウエッブサイトで利用可能である。委員会は、アジアの国や地域にデータベースを活用することなしに証書確認のための制度を早期に取り入れ、設立するように求める。　委員会は、アジア地域における質の高い、競争力のある船員の不足の進行や、世界経済の大幅な落ち込みが、どのように多くの点で船員訓練に影響をおよぼすかについて懸念を表明した。　アジア太平洋地区海事教育・訓練機関連合（AM醐rlAP）の代表から、　AMErlAPがメンバーの教育機関に対する基準の信任を含む訓練制度の質的な保証制度を促進している事について報告があった。委員会は、この制度はアジア地域における海事教育訓練制度の質の向上を確保することの重要性に合致する主要な活動であると考える。また、委員会はこの制度に対する強い支持を表明し、同制度が将来的な地域的M団rsプログラムに係る委員会の展望と一体化し得ることに同意した。　ASF船員委員会は、自主的かつ非営利を目的とした組織である。船員委員会の主たる目的は、共通の船員訓練基準を確保維持し、アジア人船員の供給と雇用の安定性を促進するとともに配乗と訓練に関する新しい国際的な海事法制および条約について監視、検討し意見を開陳することにある。　中国船主協会（CSA＞は、2002年秋に大連において第8回中間会合を開催するよう委員会より要請され、この申し出を喜んで引受けた。委員会は、釜山において第7回中間会合を開催した韓国船主協会の尽力に感謝の意を表明した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上．（（6§せんぎょうN側2001）＊：ASF船員委員会には、次の4つのWGが設置されている（うち日本船主協会は�@と�Bのメンバ　一になっている）。�@ILO　WG�A最小安全配員WG�B�pCW95WG�C船員訓練WG　題記会談が、200ユ年10月29日に台湾（台北市）　　　会談で採択された共同声明は資料1の通りでで台湾船主協会の主催によって開催された。当　　　ある。協会からは崎長会長はじめ9名が、台湾船協からはChen会長はじめユ3名が出席した。（出席者は資料2参照）　会談では．、両国海運の現状と展望や、9月の米国同時多発テロの影響、国際機関（OECD、　WTO等）における海運問題等につき、友好的な雰囲気の下、率直かつ建設的な意見交換が行われた。　次回以降の会議日程・開催地については、追って定めるまでオープンにしておくことで合意された。【資料1】△第6回日台船主協会会談の模様　　　　　　　　　　　　　　第6回日台船主協会会談について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001年�血�29日　日本船主協会と台湾船主協会による第6回日台船主協会会談が、2001年10月29日、台湾の台北市で開催された。これは、1999年目第5回会談（於：静岡県伊東市川奈）に続くもので、友好的な雰囲気の中、率直かつ建設的な意見交換が行われた。会談の出席者は添付の通りであった。会議では、1．2001年9月11日置米国における同時多発テロの犠牲者に対し、深甚なる哀悼の意が表明された。2．台湾・中国間（台湾海峡）直航問題の進捗状況を含め、日本・台湾並びに世界の海運業界の現状　と今後の見通しについて意見交換が行われた。3．同時多発テロが世界経済に与える悪影響に対し、重大な懸念が示された。こうした状況を好転さ　せるには、貿易と投資の更なる開放と自由化の促進がとりわけ重要であり、目前となった台湾の　WTO加盟に対し、特に歓迎の意が示された。4．海賊、シップ・リサイクリング、油濁責任、船底防汚システムなど最近の国際海運政策問題につ　いて議論が行われ、今後の進展を注視していくことが合意された。5．船岡聞協定に対する独禁法適用除外制度に関するOECDワークショップの重要性を再確認した。ぜんきょうN側2001儘7髄EW5賊WS朧W5i・こ1〕霞騨§1謹轡§6．次回以降の会議日程・開催地については、追って定めるまでオープンにしておくこととした。両三協はともにアジア船主フォーラム（ASF）のメンバーであり、その総会は日本、韓国、中国、台湾、香港、アセアン、豪州の順で毎年開催されている。7．両協会は、共存共栄の考え方に基づき、今後も更なる相互理解の促進を推進していくことを確認　した。【資料1第6回日台船主協会会談　出席者（台湾側出席者）氏　　　名@NAMEそ隻　　　　　　　　職　　　　　TITLE台湾船主協会　NACS会　　　社　GompanyT，H．　Chen　　陳　庭　輝Ohairman　会　長Chalrman，　Yangming　Marlne　Tra［spo「ヒSteve　S．　S．　LinOonvenerVice　Chairman，　Evergreen　GroupLoh，　YaひFonStandmg　Board　DireotorChairman，　Uniglory　Marlne　OorP．Marcel　ChangStandlng　Board　Dlrecto「President，　Evergreen　Marine　Corp，Chen　Chao　HonChairman，　Wan　Hai　Lines　Ltd．Chen　Po　TlngSt巳nding　Board　Direotor＞lce　Chalrman，　Wan　Hal　Lines　Ltd，Frank　F．　H．　LuStanding　Board　Directo「Chaiman，　Taiwan　Navigation　Co．t．Y．　OhangStanding　SupervisorPresident，　Taiwan　Navigation　Co，Wong　H＄｝u　Huan9President，　Yang�杵g　Marlne　TransportLee，　Lung　WenStanding　Board　Drecto「Vlce−President，　U−M｛ng　Marine　TransportOhin−Shyen　OhenSupervisO「Adviso「，　Ta−Ho　Marine　Corp．Chwang　Jung−TseDirectorVlce−Prθsident，　Ta−Ho　Marine　Corp．Q．H．　ChenAdviso「Professo「、　Nationa「Ghiao　Tung　University（日本側出席者）役職氏名日本船主協会会社崎長保英会長川崎汽船社長草刈隆郎副会長日本郵船社長鈴木邦雄副会長商船三井社長松永宏之副会長東京タンカー社長鷲見嘉一副会長新和海運社長福島義章理事長大滝光一会長　秘書川崎汽船経営企画グループ政策担当部長園田裕一国際企画室長山上寛之国際　企　画室　多国的枠組みでの自由公平な通商ルール策定　　　カタールで開催される閣僚会合で開始されるこを目指すWTOの新ラウンドは、2001年11月に　　　とが期待されている。8薄ぜんきようN側2001）　海運を含むサービス分野に？いては、農業と同様、前回のウルグアイ・ラウンド合意に基づき2000年1月から先行して交渉が開始されており、これまでのところ交渉の手続き面を中心とする検討などが行われてきている。　海運は、前回のラウンドにおいて．、サービス産業の中で唯一GArs＊の適用が合意されなかった業種であることから、当協会は、海運分野が早期にGArs対象業種となり、世界共通の自由化ルールが適用されることを期待している。　2001年10月8日にジュネーブのWTO本部で開催されたサービス貿易理事会特別会合では、海運分野に関する各国の基本的考え方について初めての実質議論が行われ、今後の交渉の出発点としては、1996年まで行われた前回ラウンドの海運継続交渉での交渉成果を活用すること等が概ね一致した意見であった。　海運分野の今後の交渉は、カタール会合での包括的な新ラウンド開始如何にかかわりなく、2002年春以降に本格化する可能性がある。当．協会は、外航海運における一層の自由化を実現するため、国土交通省等を通じ、各国の自国海運保護政策の撤廃等を要望していくこととしている。　＊G／鵬（サービス貿易に関する一般協定）　　モノの貿易自由化を定めるGAIT（関税貿易　一般協定）に対し、サービス貿易における自由　　化や規制緩和を定める多国間協定。GIUT・　　GArsともにWTO（世界貿易機関）によって　　管理・運営されている。　　　　海賊対策のための地域協力に関する協定作成に向け前進　　　　　海賊対策アジア協力会議の模様について一　わが国外務省の主催により、去るユ0月4、5日、東京において「海賊対策アジア協力会議」が開催され、アジア17力国・地域の官民関係者、国際機関の代表者が参加した。　1999年11月のASEAN＋3（日中韓）首脳会議で提唱され、2000年4月に開催された海賊対策国際会議において、アジアにおける地域協力の必要性が強く認識された。その後、わが国はインドネシア等アジア4ヶ国にミッションを派遣し、海賊対策に関し実行可能な協力・支援策が協議され、海上警備機関の相互交流等わが国と関係国との二国間協力は徐々に進展している。一方、実効的な海賊対策のための地域的な協力の枠組み作りについては、各国の主権に係わる問題等のため関係国の同意を得るまでには至っていない。　「海賊対策アジア協力会議」では、海賊対策に関する地域協力の将来的な方向性について、多国間地域協力が必要不可欠との認識が共有され、何らかの地域．協定作成の検討を進める点で概ね一致した。また、今後、作業部会を設けさらに議論を詰めていくとともに、今回の会合の成果を11月のASEAN＋3首脳会議に報告することとしている。　当協会は同会議に参加し、「船主の海賊問題への取り組み」と題し、「保安計画策定の指針」策定に至った経緯、船主等との情報交換、政府等との連携・協力等これまでの活動や、船主の自衛策の概要を紹介するとともに、船舶からの報告を促進する．．ヒで考慮しなければならないいくつかの要因を指摘したほか、海賊防止のための関係国間の協力と犯罪者の逮捕が不可欠であること、世界で5億丁が出回っていると言われている小火器の拡散防止も今後問題を改善するうえで考慮すべき事項の一つであること等を述べた。せんきょうN仰2001醸9麗臨W5閥匿W5囲EW5〔羅W5．．．酬豊熱講嚢蕪§1内外三頭船舶戦争保険の仕組を解説　　　船舶戦争保険の概要と動き　2001年9月11日に発生した米国同時多発テロにより、被害を受けた航空業界のみならず船舶や貨物の分野でも戦争保険料の引上げが：行われており、関係者の関心が高まっている。本稿では一般にはなじみが薄いと思われる船舶の戦争保険の仕組みについて解説することとしたい。1，一般的な船舶関係保険の種類とてん補の対象　まず、はじめに一般的な船舶保険の種類をみると、大別して次の3つの種類がある（この他にも係船保険、航海保険、修繕保険等があるが、本稿では戦争保険に焦点を当てるために省略した）。　�@　　船舶保険　　　船体、機関、属具自体の損失・損害をて　　ん補することを目的とした損保会社による　　保険。　　［主なてん補範囲］　　　運航中の船舶に生じた事故による損害　�A不稼働損失保険　　　船舶が一定の海難事故等によって稼働不　　能の状態となった場合に得ることができな　　かった収入や支出せざるを得なかった費用　　等をてん補することを目的とした損保会社　　による保険。　　［主なてん補範囲］　　　一定の海難事故等により船舶が不稼働状　　態になったことによる経済的損失　�B　船主責任保険　　　油濁等の第三者に対する責任や船員の死　　傷に対する賠償あるいは積荷に対する責任　　などを担保することを目的とした保険。い　　わゆるP＆1保険と呼ばれ、主に船舶の所有者や運航者がP＆ICIubと呼ばれる相互保険組合を作り、船舶の運航に伴う事故に．よる経済的損失を相互にてん補しあう保険である。［主なてん補範囲］a．船員に関する責任および費用　　　　　（b．船客に関する責任および費用。．他船との衝突による責任および費用d．汚濁（汕濁等）に関する責任および費用e．積荷に関する責任および費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　等2．戦争保険の種類　前記保険�@〜�Bはいずれも、戦争、軍事的行動、内乱等の危険については免責とされており、これらの保険ではカバーされない。これをカバーするのが「戦争保険」である。前記�@〜�Bそれぞれをカバーする戦争保険があり、その概要は次の通りである。イ．前記�@に対応するもの…船舶戦争保険　　前記�@に対応するもので、ミサイル被弾、　機雷接触などの「戦争危険」によって船舶に　生じた損害をてん補する。てん補限度額は船　価である。ロ．前記�Aに対応するもの…船舶不稼働損失戦　争保険等　　前記�Aに対応するもので、船舶の物的損傷　に起因する不稼働損失をてん補する「船舶不　稼働損失戦争保険」の他に、封鎖危険による　損失をてん補する「Blocking　and　Trapping（ま　たはLρss　of　Hire／Loss　of　Time）保険」がある。ハ．前記�Bに対応するもの…War　P＆1保険お10§ぜんきようNoび2001））よびWar　Crew　Liability保険　War　P＆1保険は乗組員に対する賠償責任　を除く船主責任全般に対する戦争保険であり、War　Crew　Liabili　y保険は乗組員に対する船　主責任の戦争保険である。　　これらは、本来P＆IClubによる保険であ　る前記�Bに対応するものであるが、P＆I　CIub　には戦争保険が無いことから、損保会社によ　る保険となる。なお、通常は船舶戦争保険に付帯している。てん補限度額は、War　P＆1保　険は船価、War　Crew　Liability保【倹は労働協　約に定める金額を基に算出することとなって　いる。二．前記�Bに対応するもの（その2）…戦争保　険特別追加カバー（P＆ICIub　Special　CQverfor　War　Risks　P＆D　　船主責任に対する戦争保険には、上記ハ．　で述べた損保会社によるWar　P＆1保険およ　びWar　Crew　Liability保険があるが、これら　保険でてん補される額を超過した場合、その　超過額を主要なP＆ICIubによって構成され　ている国際P＆1グループで新たにてん補す　るもので、ユ船当り1憶ドルが限度額である。　なお、船舶保険における船価は、契約当事者の合意によって協定する価額とされ、例えば、帳簿価額、市場価額等が採用されている。　以上が種類別にみた戦争保険の概要であるが、次に戦争保険の実際の仕組みについて説明したい。3．戦争保険の仕組み　戦争保険は、いわゆる平時の場合には船価に一定の料率（基本料率）をかけた金額により1年間保証されるが、一方で「保険契約解除・自動終了」の特別条項が定められており、契約期間内であっても7口前の通知により契約当事者双方が解除することが可能とされている。　また、危険度の高い水域は「除外水域」として指定され、別途割増保険料の支払いが発生する。しかも、この割増料はある特定の日数（現在は一般的に7日）に限り有効であり、航海毎に発生する。なお、例えば7日を超えて10日間除外水域に滞在する場合は、3日分の日割した金額の追加支払いとなるのか、もしくは7日分の支払いが必要となるのか、その都度損保会社に確認することとなる。　以上を今回の一連の動きを例に具体的に説明すると次の通りとなる。　9月11日の米国同時多発テロ発生後、9月19日に「保険契約解除・自動終了特別条項」に基づき、7日後の9月27日午前0時をもって現行の契約を解除する旨の通知が損保各社より各船社にあった。同時に下記の除外水域設定の連絡があり、引き続き戦争保険を継続するためには除外水域の設定等の引受条件に合意することが必要となった。　なお，以下に示す（A＞〜（S）の除外水域の割増保険料率は船出が入域予定を損保会社に連絡した際、都度レートが提示されることとなっている。　また、9月26口、P＆I　CIubより、損保会社のWar　P＆1保険とWar　Crew　Liabili　y保険を付保していることを前提として、これら保険のてん補限度額を超過した部分を国際P＆1グループが1億ドルを限度額としててん補する「P＆IClub　Special　Cover　for　War　Risks　P＆1」の適用に関する通知があった。　さらに10月3日には、再度、10月11日午前0時より現行の契約を解除する旨の通知が損保会社からあり、引き続き付保するためには戦争保険料率の引上げに合意することが条件とされた。なお、10月17日に基本料率はわずかに引き下げられ現在に至っている。　［除外水域ユ　（A）ペルシャ湾（ペルシャ湾・アラビア湾・　北緯24度以北のオマーン湾）、（B）アンゴラぜんきょうN副2001憩ユ1（キャビンダを含む）、（C＞イスラエル、（D）レバノン、（E）リビア（シドラ湾を含む）、（F）エリトリア、（G）ソマリア、（H）コンゴ、（工）リベリア、（J）スリランカ、（K）シエラレオネ、（L）ユーゴスラビア、（M）アカバ湾・紅海、　（N）イエメン、（0）パキスタン、（P＞オマーン、　（Q）シリア、（R）アルジェリア、（S）エジプト　最後に、戦争保険の構成を簡単な図にしたので、ご参照願いたい。戦争保険の構成船体船舶保険船主責任（船客を含む謗O都対する責任）黶Eo＆1保険・?g員に対す磧働費用・収益不稼働損失保険免責（戦争・内乱・テロ　餉）船舶戦争イ呆険（含むWarP＆1保険）〔含むWarCrewLiability保険〕不稼働損失戦争保険船舶戦争保険（含むWarP＆1保険）→B＆T　（LOT）イ呆険→War　Crew　Liability保険不稼働損失戦争保険B＆T（LOT）保険P＆1ClubSpecial　Coverlor　War　Risks　P＆【注）［ニコ部分はP＆ICI・b、その他は損保会社によるて備　　　　新たな米国海運保護政策導入が提案　　　　　米国2002年度国防授権法案について一　MSP（＊1）等、米国の自国海運保護政策は、外航海運の自由公正な競争を歪める恐れがあることから、かねてよりわが国政府をはじめ関係各国から撤廃を求められているが、2001年9月米国同時多発テロ後の米国議会において、新たな海運保護条項を含む国防授権法案が提出されたことから、わが国を含む日欧10力国政府や当協会は、これに反対する活動を展開した。1．2002年度国防授権法案の概要　2001年9月25日、米国の国防用商船確保プログラム「NDF」（＊2）登録船舶の平時での市場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「へ参入を促進するためのNDF強化条項を含む国防授権法案（＊3）が、米国下院を通過した。　同条項は、NDFに基づいて建造または今後建造される米国戸田が、米国トレードに参入できず（failure　to　obtain　employment）、かつ、当該トレードが米国の同盟国同社により長期に渡り支配されている場合には、「制限的貿易慣行」が存在するものとし、こうした状況を国防長官が示すことで、課徴金や米国港湾への寄港制限といった外国船社に対するFMC（米国連邦海事委員会）の是正措置を可能とするもので、関係方面では、軍事徴用に適する自動車専用船の12憩せんきょうNω200エ／）平時での市場参入促進を意図したものであると推測されている。　国防授権法案については、上院はNDF強化条項を含まない法案（S1438）を通過させたことから、上下院の法案を一本化する両院協議会の場で、お互いの法案についてのすり合わせを行うこととなった。2．NDF強化条項提案の背景　HR2586のNDF強化条項は、もともと一部の米国船社や造船業界、海員組合等を支援者に持つといわれるウェルドン下院議員らが2000年11月に下院に提出し、その後廃案となったNDFImprovement　Bill（HR5488）および2001年6月に下院に提出されたものの、未審議のままとなっている「Nationa1　Defence　Features　ProgramEnhancement　Act　of　2001」（HR2075：NDF増強法案）の条文をほぼそのまま引き写したものである。　今回のNDF強化条項も同議員らの提案によりHR2586に盛り込まれたことから、これまで単独法案では成立していない前記法案を、テロ事件後の米国議会で最優先審議法案である国防関連法案に含めることで、早期成立を狙ったものと見られている。　なお．、HR5488およびHR2586はFMCの是正措置が可能になる条件として、「FMCが制限的貿易慣行の存在を発見した場合」としているが、HR2586のNDF強化条項では、国防授権法案に盛り込むためか国防長官が「制限的貿易慣行の存在をFMCに示した場合」としている。（図参照）【図】HR2586による是正措置発動までの流れ国防長官が制限的貿易慣行を発見国防長官が制限的貿易慣行の存在をFMCに示す　　　　　　　　（certlfy）外国船齢に対するFMCの是正措置発動3．関係者の対応〔1）関係国政府・米国関係当局の対応　　NDF強化条項に対し、日欧10力国政府　　（＊のは、同条項は民間の自由公平な競争　　原則に反するものであるとして、導入に反　対する共同申し入れ書を米国国務省に提出　　した。　　一方米国国内でも、FMC長官が同条項　　の法的問題点を主要上院議員に指摘した他、　　国務省や国防総省も同条項の趣旨に反対す　　る文書を議会関係者に提出するなど、米国　　政府内部からも同条項に異論を唱える動き　　が相次いだ。　（2）当協会・関係船社の対応　　　当協会ワシントン連絡事務所からHR　　2586にNDF強化条項が盛り込まれている　　との情報を入軽した当．協会は、国土交通省　　に政府としての対応を要請するとともに、　　同事務所を通じ現地での情報収集を行い、　　当協会会員会社の議会・政府関係者に対す　　る働きかけをサポートした。　　　また、当協会がメンバーであるCENSA　　（欧州・日本船主協会評議会）を通じ、CSG　　（先進14力国海運担当官会議）の米国政府　　への働きかけを要請するとともに、韓国船　　主協会に対しても同国政府への対応要請を　　依頼した。　（31関連業界の動き　　　NDF条項は、米国荷主の輸送船舶の選　　択を制限し、ひいては輸出競争力低下に繋　　がるものであるとして、米国最大の荷主団　　体であるNITL（National　Industrial　Trans−　　portation　I£a即e：全米産業運輸連盟）や、　　Ame紅can　Fa�oBureau　FederaUon他米国　　農業関係9団体は、両院協議会メンバー議　　員に対し、同条項に反対する文書を送付し　　た。せんきょうNo，，2001曲1R緋W5睡W鋼EWS｛1霞WS購§籔聡ll「総　また、日本の自動車メーカーが中心となって構成されている国際自動車工業会も、同条項が自動車輸送に及ぼす影響を懸念し、日欧10力国政府の共同申し入れ書を支持する文書を商務省、U釧rR（米国通商代表部）等に提出した他、両院協議会メンバー議員にも条項への反対を求める文書を送付した。3．2001年11月15日現在の状況　10月31日から開催された両院協議会の冒頭、上院はNDF強化条項反対の意向を表明し、その後同条項につき議論された結果、上下院の統一国防授権法案には同条項が含まれない公算が強くなっているものの、11月15日時点では同法案が最終化されておらず、依然として予断を許さない状況である。　当協会としては、引き続き同条項をめぐる議論の動きについて注視するとともに、今後の動きについて、情報収集していくこととしている。（＊／）MSP：Maddme　Security　Program＝米国新　規運航補助制度【資料】NDF強化条項をめぐる動き（2001年11月15日現在）2001年9月25日　　　10月1日　　　10月2日　　　10月3日10月5日10月12日lO月16日10月17日10月19日　有事の際に微用できる自国籍商船隊の維持に関するMadtime　Secudty　Actに基づき、1996年から始まった制度。人件費の高い米国入船員で運航することが義務付けられている米国籍商船　に対し、有事に徴用することを前提に1隻あた　り年間210万ドルの運航補助金を与えるもの。（＊2）NDF：National　Defence　FeaUlres　Program　根拠法令は、合衆国法典第10巻「軍備」第2218　条。国防用商船確保プログラムで、有事の際に　徴用することを前提に、米国造船所で建造され　た米国籍船を軍事輸送にも耐えうる仕様とする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　ための改造費用と、その維持費用を米国政府が　補助する制度。　　同プログラムの予算は、国防省歳出法案で規　定されている。（＊3）Nationa歪Defence　Authorization　Act　for　Fis−　cal　Year　2002＝HR2586：2002年国防授権法案　　政府に国防のための行政・歳出権限を付与す　るための一括法案。（＊4）申し入れを行ったのは、フィンランド、ド　イッ、ギリシャ、イタリア、日本、オランダ、ノ　ルウェー、スウェーデン、英国および欧州委員会。NDF強化条項を含む下院版国防授権法案（HR2586）が成立日本政府は、在米日本大使館に関係方面への働きかけを指示NDF強化条項を含まない上院版国防授権法案（S1438）が成立日本政府の呼びかけにより、日欧10力国政府は、廿ee　and　falr　compe世ion原則に反する政策導入に反対する共同申入れ書を国務省に提出FMC長官は、同条項の問題点を指摘した文書を主要上院議員に提出国際自動車工業会（日本の自動車メーカー中心）が日欧10力国政府の申し入れを支持する文書を商務省、U釧rR、国家安全保障会議に提出国務省は、同条項に反対する文書を議会に送付国防総省も同様文書を議会に送付NITLは、　NDF強化条項は荷主の輸送船舶選択の自由を制限し、ひいては輸出競争力低下に繋がるものとして、同条項に反対する文書を両院協議会メンバーに送付国際自動車工業会も、同条項に反対する文書を両院協議会メンバーに送付�qe且can　F�oBureau　Federa偵on他米国諜関係9団体が、両1賜議会メンバー14§せんぎょうNρり2001　　　　　　　に対し、NDF強化条項に反対する文書を送付　　10月31日　上下両院の国防授権法案を一本化するため、両院協議会が審議開始　　　　　　　上院は初日にNDF強化条項に反対の意向を表明　　　　関門区の強制水先対象船型を3，000総トン以上1　　　　　「水先区の設定等に関する検討　平成13年10月31日、「水先区の設定等に関する検討会」（座長：加藤俊平東京理科大学教授）が開催され、港湾管理者（北九州市・下関市）より規制緩和要望が提出されていた関門区の強制水先対象船型の引き上げについて審議を行い、概要以下のとおり取りまとめを行った。（入出港船）現行300G／T以上　　　　　　→3，000G／T以上への引き上げ　　　　　　ただし、危険物船および「若松第　　　　　　ユ区〜第4区」（図参照）への入出　　　　　　縄掛は現行どおり（通過船）現行どおり（10，000G／T以上）　なお、実施は平成14年半ばが予定されている。　これまで同検討会では、強制水先対象船舶が「300総トン以上」の水先区を抱える港湾管理者から出された対象船型の引き上げに関する規制緩和要望について審i議を行っており、既に神戸区については平成10年7月より「10，000総トン以上」（本誌平成10年4月号P．31参照）、横浜区については平成11年7月より危険物積載船を除き「3，000総トン以上」（本誌平成11年1月号P．6参照）に対象船型が引き上げられている。　関門区に関する検討経緯は、概要次のとおりである。　平成12年5月30日に開催された第1回検討会では、港湾管理者等関係者にヒアリングを行い、論点整理をした上で、平成12年内を目途に取りまとめを行うこととした。また、神戸・横浜区と同様に審議を1［1滑に進めるため、�兼�本海難防止協会の水先問題検討会において操船シミュレータによる評価等を併行して実施することと　　　　　　　　　　　　　こ引き上げ　会」の取りまとめについて一した（本誌平成12年7月号P．12参照）。　しかしながら、同年11月28日に開催された第5回検討会において、関門区は神戸・横浜区とは異なり潮流の影響を受ける等の理由により慎重に検討を行うこととされ、平成12年内の結論は見送られた。　その後、平成13年4月6日、平成13年度第1回検討会（通算6回目）が開催され、操船シミュレータ実験結果が示されるとともに、入出港船は現行の「300総トン以上」を原則「3，000総トン以上」に引き上げ、通過船は現行どおり「10，000総トン以上」とする見直し案が示された。本案については、港湾管理者より持ち帰り内部検討したい旨意見が提出されたことから結論が持ち越されていたが、同年10月3／日に開催された平成13年度第2回（通算7回目）検討会において、ようやく操船シミュレータ実験結果を踏まえた見直しが了承された。その骨子は、次のとおりである。［関門区の強制水先対象船型見直し］1．関門区については、入出港船は3，000総ト　ン以上の船舶を強制水先の対象とすることが適当である。ただし、危険物積載船について　は現行どおり300総トン以上船舶を対象とす　る。また、狭隆で長い航路を持ち、港内航行管制も行われている若松区第1区〜第4区　（図参照）についても、岡様に現行どおりとする。2，通過船については、現行以上に規制を行う　必要があるとまでは断定できないことから、ぜんきょうNω2001魯15騨EW5髄匠W5朧WS．．．｛WS』蟹鵬馨轡蕊現行どおり10，000総トン以上の船舶を強制水先の対象とすることが適当である。3．この見直しに伴い、今後、水先人が乗船しない船舶が増加し、船舶の交通状況が変化す　ることも予想される。こうした状況に対応す　るため、関係者への十分な情報提供を行うと　ともに、関係者において見直し後の船舶の交通状況を検証していく必要がある。4．今回の見直しに関する措置の実施について　は、周知期間、安全対策等の実施のための準　備期問等を考慮した上で、平成14年半ばを目　途に実施に移すことが適当である。　なお、同検討会は、平成9年7月の運輸大臣諮問「水先制度の今後のあり方について」を受け、海上安全船員教育審議会（以下「安教審」）水先部会の下に設置されたものであるが、平成13年1月、省庁再編に伴い安教審が廃止されたため、その後は同検討会を関係者による懇談会と位置付け、引き続き検討を行ってきた。このため、神戸・横浜区における見直しの際には、運輸大臣への中問答申に沿って必要な政省令の改正が行われたが、今回は答申という形式をとらず、行政の責任で検討会の取りまとめを反映した見直しが行われることとなっている。関門区（強制区）の概略図曳曝ρ．πぎ〜1キ・髭ノ・鮒、平畿月　　　　　　　　突蒐淘……羅．…．鋸忌、＼藝謹。24　　　　　　6　　　　　　32　　　　　　3　　　　　　4　航路拡幅【平廓14年度翼塩10km　砲口歌競　【甲醍13年9月　　冥施済〕．、D　　．ノ　　　　　　　　、．團閉区（強制区）　　一うち　　　若松第1区一第4区05nmノ鳶／16§ぜんきょう1伽2001））川崎汽船飛田監査役イラン・イラク戦争当時の日本関係船舶の安全確保について講演　　　〜日本・湾岸協力機構安全保障セミナーについて〜　10月30日、31日に外務省中東アフリカ局主催による日本・湾岸協力機構　安全保障セミナーが開催され、川崎汽船　飛田監査役が海峡航路の安全とアクセスについて講演した。　本セミナーは、湾岸諸国との新しい協力関係構築のために、河野外務大臣（当時）が2001年1月に湾岸諸国を歴訪した際に発表した「河野イニシアチブ」の趣旨に従い開催されたもので、GCC6ヶ国（The　Gulf　CGQperation　Counci玉／湾岸協力機構ニサウジ、クウェート、バハレーン、　UAE、カタール、オマーン）および二二の有識者と意見交換を行うことにより、今後のわが国とGCC諸国との関係強化に資することを目的としている。　飛田氏（元　外航労務協会事務局長）は、イラン・イラク戦争当時、わが国商船隊が原油をはじめとする物資の輸送を確保するため、船舶への攻撃および被害状況に関する詳細な情報を収集した上で講じたコムボイ（船団）を組む方式等の安全対策など、船主協会の対応について説明した。また、海上輸送を通して世界経済の発展に寄与する海運事業者として、一般商船が世界中どこへでも安全に航行できることが必要であり、二度と安全運航が阻害されることのないよう強く要望した。飛田氏の講演はイラン・イラク戦争という武力行使の影で民間の船舶運航者がいかに苦労したかを示すこととなり、出席者の注目を集めた。21世紀における日・湾岸諸国関係促進の構想〔新構想〕2001年10月協力枠組みの拡大〔既存の枠組〕〔人造り，環脱，匡療・程学技術、文化・スポーツの色分野》【当面の具体策】・環境に係る広域協力〔講師派遣等）【主な実績】●環境、人造1，に関する11・GCC　地的交流セミナー●新分野交流事業等を通じたQD．、　卒業国の人材育成瞳【当面の具体策】・JICA，　JETRO等を通じた技術協力の拡充〔主な実績】●投資保護協定交渉●投資セミナーの開催．幽【当面の具体策】・要人往来の活性化　（外相の訪日招請等）・合同委員会開催・活性化〔主な実績】●合同委の実施●要人招聰のF辞li化「日・GCC21世紀協力」　（97年策定）せんぎょうNoり2001§17　　　　　　3〃震災後の神戸港の現状　阪神淡路大震災の後、神戸港は驚くほどの短期問で港湾施設を復旧し、その後6年を経過しようとしておりますが、入港船舶、取扱貨物量ともに震災前の7〜8割程度で横ばいの状況が続いております。　震災後、当地区船主会はいち早く定航会社支店長を中心として神戸港の復興につき検討し、提言を発表しました。また、地元の官公庁や団体による委員会がいくつも設置され、それぞれ報告を取りまとめられております。最近では神戸市港湾整備局に「神戸港利用促進協議会」、「神戸港21世紀懇談会」が設置され、これには当地区船主会の小林議長（八目汽船社長）が参画されております。　ご存知のように神戸港は昔から天然の恵まれた地形を利用して栄え、近代では京阪神を中心とした雑貨の輸出港として発展してきました。しかし、震災前から既に取扱貨物量の伸びは鈍化する傾向にあったことも事実であります。　この理由として考えられるのは、これまで神戸港の貨物の大宗をなしていた雑貨の生産拠点がわが国に比して人件費の安い中国、韓国、台湾などに移転したこと、港湾料金などもこれらの国の方が何かにつけて安いこと、などが主な理由ではないでしょうか。これが震災によって拍車をかけられたというのが実情かと考えます。　減少の著しいフィーダー貨物を見てみますと、本四連絡橋の供用開始に伴い、神戸港を発着す神戸港の港勢回復状況区　　　　分震　災前@（A）震災後@（B）B／A（1994年）（2000年）外貿定期航路数（概数）180航路T65航路91．6696フル＝］ンテナ船入港隻数4653隻4662隻100．19％外貿コンテナ貨物取扱量42183千トン32159千トン76．2396トランシップ貨物量5811千トン3515千トン60．4896貿　　　　易　　　　額輸　　　出　　　額4兆6700億円4兆1100億円88．0096輸　　　　入　　　　額2兆4300億円2兆0200億円83．12％18魯せんぎょう1晦”2001　　　　　　　　　ヤこニぱモヨ　のマボリ　　　　　　F　　　蜜　　　　　　突堤　、　　　、蒲　　　　　　　郵韓黙轡驚蓼鳶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．・’1．」ll　　　　　　　コ　　　ポートアランド勲．戸空莞嘯ｵ修ド畷：中時Rτ鷹r鱒陛るフェリーボートの多くが航路を廃止したこと、地方港湾の整備に伴い地方港湾から直航の外国向け航路が新設されたこと、震災によって他港に避難した荷物が帰ってこないこと、などが理由として考えられます。　現在、神戸港では神戸沖空港の建設が進められており、既に一部は海上に姿を見せております。また、港湾区域の再編成として、利用されなくなった貯木場などのほかの目的への転用や、古い櫛型の埠頭の問を埋め立てて後背地の広い新しい形の埠頭が建設されております。　上海・長江交易促進プロジェクトでは、発展の著しい隣国である中国との貿易の拠点として活発な活動を展開しております。　ソフト面では、港湾手続きのIT化について、「神戸港IT化調査研究会」において、荷主や銀行とも連携したシステムが検討されております。　古い資料では、神戸市民の4割が何かの形で港湾と結びついているとされておりますので、神戸港の衰退は神戸市の衰退に直接つながることになり、地元関係者としてなんとか神戸港が活気を取り戻すよう力を合わせ頑張っているところであります。（阪神地区事務局長　谷ロー朗）ぜんきょう1物2001§19卑．．風．　　ミ　　　　えごツ魚個一いや　　　へ　し黙．バド．鎮　環〉〆〆〆〆〆〆露。さ葵驚1ジ辮脚興野口EL轟糊解�i縄帳盲肉ロと日本船長協会専務理事大河原豊重ゆ　　　　ヨ　　ら　　　　　　　　　　　　　訟W＝．1．．　ware　canaDを大型（パナマックスサイズ）の自動　　　　　　車専用船（PCC）で同運河を通航した際、　Air　　　　　　Draft（マストの高さ）と運河に架かる旧すれすれに　　　　　　通り抜けた時の緊張した思い出について書くことと　　　　　　する。　今航もこれまでどおり、本船PCCでボルチモア（Baltimore）を出港しチェサピークベイ（Chesapeake　Bay）を下り、8月25日（日）にニューアーク（Newark）に着き、荷役は月曜日の朝から予定されていた。従って日曜日の夕方までに着岸して補油ができればよいので、CD運河を通らず外回りで25日午後にニューアーク着とする予定とした。　ボルチモアは忙しく24日早朝に着岸するとすぐに揚げ荷役が始まり、夕方には1唱帆するので二晩寝ないことになる。ちょっと休みたいと思ったが、U．S．TOYOTAや代理店の旧友達が部屋に集まって久しぶりの歓談となり半日がアッと云う問に過ぎてしまった。　午後になって二等航海士が“今受取ったMari−ner’刀@Noticeによるとケープヘンリー（Cape　Henly）の沖合にFire　Exercise　Area（軍の射撃訓練水域）が設定され、今夜から明朝は通航できません”と報告してきた。この水域を避けて沖に大回りすると90海里も距離が増しニューアーク着は真夜中になってしまう。補油や本船の着桟、入港手続き等の手配変えなどを考えるとはなはだ面白くない。USCoast　Guard（米国沿岸警備隊）に確認したところやはり迂回しなければならない事が判った。　急遽C．D運河の通航を検討してみるが、問題は、マストの高さおよび風の影響である。パナマックスサイズの本船は船幅が32．26mあり、また横風圧面積が4，QQOm2（約13QQ坪）を超えるため風が強いと圧流されて、狭い運河内で座礁する危険もある。　幸いにして、南の風、風速4〜5m／s程度で天候は大丈夫そうだ。マストの高さの問題については、一等航海士と一緒に慎重に計算してみるとバラストをFullに張ればなんとか133feetになる。水面から橋まで135feet（約41m）であるため、一応2feetのクリアランスがあるが、この大型船では少々厳しい値で惑ってしまった。この程度のクリアランスだと橋の真下にくるまでぶつかりそうで肝を冷やす事になりそうだ。　そうこうしている間にチェサピークベイパイロッ．ノ20§ぜんきょう1吻び2001IZ,ssIOOaneNcv?n/p//111111 K･1･                       .U    oeegts(p;]ggmes-:otqeth\)gL}q:\ay..e ''gll/1 Y?as,Q,9.,,\tr.7S."811.Fatt'krt,tk`･` '   oQz?.ee.f-JIG.crTeemesc-#lony.;gefiu    \ffag(4.L-i.Qq;QQy[bely:oe'.s4Ty.ff!-C.1ilil i,v,#'gx-:tt.-scgixi?y,a"'`trlgf-,t,x" >m&Y>grn･)o>tsgg\rrtnt-logy?ewg    co? .Nvdvf `Nvdvf. 'Q:als4±HP･49tq!c4.,. Ll>ft'T(ps.(DWO>'Tit&'e'cre:\?.v4i.g.Q7?}qctlt:･    [lJ"Y":\Vtzs4CLt>(i!CltS'ClrtCZ$1CDeqlK･Y'M.t -:\"1&rmzlllMl"-qXEn]'09tA).C･t4t4fa9:ON.(D    eq\)gyb.egog\tyt!.(y#o?g7o:\mrowiu)q    gt4&N.(pSlr>reC>.H.\Nyi-.S-!109"oeeSe//,,///l ITdn\),fl,l'//4.f`.',e.OM,,11gteeer,,Y;,iuag"kqS        OU9)affF9Y!79N2es4gykLVifSl:･)"t9P-    9U･l･&SL];7e.,YOta&vcrren'\o?taSCIrvxLsq,･f, qye?K･.rt.&.pttlgove:-e.*gtA)LA'g'''rorkts'owg,111 ogt4q:tscyg?:oi,.4onyoq?sljm･\ x. ).rllletutc]g\rv-ki1.g).g\n.(p:\vtzclrtgtdecp    eegHs4ee#t\>.:40SO?\eT9tft)aYE.rt.( .. ireig(D7.nliVYt･}4Y"Q9?s.4!:4{>filiijMgt-//iil 1fti8,,pt.,eln3:,Et..tYew.c>":LEM,,Xk,,?tFet ' 'ttClil'i･ii･/･t･////1iil･x･.･gllli･, ttt,,as,gxge"gsg.1･A      V\)].tNjj--net7･/ Sis ?7i}{l;iYFYelkl.O:\\epuEr't'?,4loeJfuy\\pJeiqJ!v:t[a]..it`)mG).c･gT]t.!.:K･rL.Ls4"rf･aysr:\a),Yif)-vebl-f:l;]uy=-ogopg4&iglc-:wi±ir7"K･nYy Y)v 4-?a.fr,r+g.(P:\$)tA.Gl];s4"-.;tf"rf･nJ･tst(pl･1･F.CT44.-rL09t4q9.Ing(Pa((pLlJt4.>1tf･vs.4t(p9tDc･orrtV.?"Y.e}4C"O:\?)'trry:"g･i,L-ge.[41X\-Ig.lgtl)-{A"Y?ty!'':?eq      og\(pstftlj7'}4Et}.fyl???;'}qgkA)s･I).}4el･#ozmpsg).pt$.f-iffelac:se(a7(l8.;1Vt?Ct9.>>&NLcosu\)f]tA\)rttiOgee.\)zigxZ;reo'd'qcr)cg&qffoQut:Qc,rfg･il･&Igl･m(p(ts(t.t!.ilittlsu:ONLOIS&wrveO>l,})C-Y:Od](Pfi:Ul:\ouerOEeIYclz{t).esgitpm:1-c>l\"g).NYcofut･ers4ts9?U)a;li4}qlllfad:tffvaig        ouam\)a2Y?uatfiStiSWOtt-l･lfi･Y!Ze:maPS,.i.oj?9ep?s41X:t(.[;Fbl)W4.4!:l..JL-\(,?Jt.Ltcl7>xLf.;.e.#ogil>r"it.gercppmtgoe;a)..loTcth:ttithi･eel･?g?rwr,wrQ)!geaffgg).ag>x:ly.tt･tw;1en>ygvewoeifrk>-lgl)yogeeE).r[ylj'p (Me.[o esodrnd Ienq:o'd'a) ;]INYEIerg(a)o?eg,ff?fas.4g\,g,\!gtfi･)ylgetegtw{)-{{E;-.enely]e,l4-Ak"+1･1･Fsc4-r,)f'cpgee).m]Q.\,k..rL\]gtwifta7{clrqg.g-:\:tb/er*fo>ye.i4eEtalif\)asf#'''.g4i.k.rlgrtlyt{u'>st.\･iu!)-.,agog.ptyffan.:?tA:\yJt.Leful.ert-ifg{al,maUe(IVNI}-IHaL HNIHVYNI NHVaNAa)<r-flt--if4-.if(.lffil･Lg-S4t.>tf:tou9I                   o:\\opifl:O?:9?&"-4(gl7trZ:o (uedoluoH edeo)!t>Lt-[1!:v.L-.eLQN.&I1r2Lir4i4.-rL)'1\ffeeF&lul･}･!).(D&(.Y-4{Y)v3.qvag(P?\1:Q9tyeg･fx-gFer'n"a#-[}\etTix:-esi.a,.[411suif1.:)ae9(igg.(DSi7thE,).(p9Lf."-l!\;:O"K･m1･tstLr44.-.Ls}.rp/UEIIcptwcDreN99:?MYcpfut･}"Tta 7sq\(II/P-.;o?fitOgcreag>:]c-1ajS.UFif ?.lrta7nyee()g)>fi:4uL(Ltl(D:]".Y(PtA;7{ker&fugff'a'DP-7!:l.LNV.).I)1{,gifs4(YU9>l)":trmiyK{-,,  lt   ... tt/Ill.gezkn.-L'(Dtat･(IocLif-VMt'ptr'fftwtVsesr'Apt"r'東京MOU第10回PSC委員会Open　Day　Forumの模様　東京MOU（アジア太平洋地域におけるポートステートコントロール（PSC）実施協力のための覚書）第10回委員会がユ0月15日置ら18日までの4日間、国土交通省において開催された。　今次会合では東京MOU覚書およびPSCマニュアルの改正並びに検査データベースシステムの運用等の審議が行われた他、サブスタンダード船に焦点を当てたターゲットシステムの検討が行われ、今後、各国間で更なる意見交換が必要との認識に至り電子メールを用いたワーキンググループを設立することとなった。　また、今回、初の試みとしてOpen　Day　Forumと称し、ユ0月16日、民間との意見交換が行われ、国際船級協会、日本海事協会、当協会、アジア船主フォーラムのメンバーが参加した。　船級協会からは、海上における安全および汚染防止のための基準を維持、向上させていくためには、船級とMOUの協力が不可欠であるとした上で、船級規則に関連する欠陥が発見された場合には船級の検査員に早急に連絡してほしいこと、ISMコードに関連する欠陥というのは設備や機器の問題ではなくシステムの問題なので修正には時間がかかることを考慮すべきであること等が述べられた。当協会は、サブスタンダード船の排除促進のためにはターゲットシステムを導入すべきこと、あまりにも些細で安全の本質に関わりの少ない点を指摘することのないようPSC検査官の技量向上と判断基準の標準化が必要なこと、救命艇の降下テストを要求するケースが多いがその手続きにおいて欠陥があるとの明確な根拠に基づいて詳細な点検に入ることが示されない場合が多いこと、および救命艇に関してはテスト中に船員の死傷事故が多く発生しているとの報告があるのでこの点にも配慮が必要であることなどを述べた。（22§ぜんきょう／伽2001船会社の伸間たち第＠回．）1．所属部署の業務は主にどの　ようなものなのでしょうか？　主に船舶の運航業務（荷主との契約交渉、船長へのVoyagelnstructlonの作成、積／揚地代理店の手配、運賃計算、運航採算試算等）に携わっております。また、南仲は海外の用船者にTlme　Charterしている船舶が数多くあるため、用船契約上のクレームを未然に防ぐべく現場（船舶）に対して日々木目細やかなlnstruotlonを行い、船主業務の完遂と安全運航に努めております。　　　　　　　　　　�j．ご｛、．、，＿→今回、登場して頂くのは　　　　　三菱髄石輸送（株）軍需部営業課　　　　鋼馳榊31歳鳳）2，これまでの会社生活の中で一番の思い出といえば…？　経理課に所属している時に、乗船研修で豪州Newcastleより日本向け石炭積航海を経験したことです。陸籍の私にとっては、見るものすべて初体験であり、未知の世界である．「船」全てに驚きを覚えたものです。3，御社の自慢といえば？　船舶の知識に精通した少数精鋭の社員が、「安全運航」と「環境保全」に日夜努力し、船主としての高い評価を獲得していることです。さらに、これをバックアップすべく、日本人、外国人船員を問わず、用船契約、船舶管理、ISMコード等の教育プログラムを作成し、定期的にセミナーを開催し、常に船員の「質」の向上を図っております。4，今後チャレンジしてみたい仕事について教えて下さい。　営業部という立場柄、会社の利益向上を目指して日々の業務に取り組んでいますが、今後は会社の利益を今まで以上に上げ隠る・とのできるプ・ジ・クトを　　企画していけたらと思っていま　　す。三菱鉱石輸送�鰍ﾌ事業概要　当社は、1959年1月輸入鉄鉱石輸送を目的として創立しました。その後、日本郵船�鰍ﾆ業務提携し、営業規模の拡大と新規分野への進出を図り、現在では鉄鉱石をはじめ、石炭、穀物、チップ、自動車輸送等、不定期船事業を幅広く展開し、安全かつ効率的な運航ときめ細かいサービスの提供によって、顧客のあらゆるニーズにお応えしています。ぜんきよう瓦。び2001憩23不正薬物・銃砲の密輸入の動向　財務省税関局監視課は、このほど平成12年の不正薬物および銃砲の密輸入の動向について報告書を発行した。　政府は、平成9年に覚せい剤検挙者数が2万人台に肉迫し、昭和20年代後半、昭和50年代後半に続く第3次覚せい剤乱用期の到来といわれるような深刻な状況になったことから、平成10年5月26日、「薬物乱用防止5力脱計画」（平成10年〜14年）を策定し、不正薬物に対する強力な取締り、国民の理解と協力を求めるための広報啓発等の施策を推進している。また、入国旅客や輸入貨物など水際での取締強化に努めるとともに、当協会をはじめ密輸に利用される可能性のある船舶、航空機、商業貨物等に関係する団体等とも連携し効果的な取締りを図っている。　同報告書によると、平成12年の不正薬物の密輸入については、摘発件数が516件、押収量が1，389kgとなり、平成11年に続いて史上2番目の押収量を記録した。また、銃砲については、密輸入摘発件数が9件、押収量が123丁となり大幅に増加した。密輸入事犯の主な特徴としては、�@隠匿手口はますます悪質・巧妙化�A一件あたりの密輸入量が大口化�B錠剤型幻覚剤（MDMA、　MDA）　の摘発が急増等が挙げられるとしている。また、昨年に続き、海上コンテナ本体を工作した事犯や取締りが手薄な地方港を狙った洋上取引事犯など薬物の押収量が200kgを超える大量密輸事犯も3件摘発されたとしている。　関係各位におかれましては、船舶が密輸入に利用される可能性があることにご留意頂くとともに、関連する情報を入手された場合には「密輸110番（0120−461−961）」への通報をお願いいたします。（担当　海務部　斎藤　　　　　　／Tel：03−3264−7177）　セド熱1粘”　　　樽1　・・一’｝ぐ．、　、ll幾鷺薬舗l羅箆応酬爵誉◎轡菌輝国擁群�j多三�j�j21「」∵ギ寺み主な社会悪物品の摘発実績　　　　　下種頬平成8年平成9年平成10年平成11年平成12年前年比i％）覚ぜ・哨1嶋20T2823U437T44　39P，45057W861462U11・　・陵191P79169Q20266Q81255V23303S851188U72（大麻草）件kg剣聖185W4／57T29217R4313B　2U48（大麻樹脂）件kg42　　　45P30　　10381P979BP93B6P43878V38ヘロイン件kg11412R18S13P14U1077T197コカイン件kg16Q672319P610S】2V1200A5D　3あ　へ　ん件kg13R3111211188755625V08MDMA件千錠41520111］26P836W5］385S642向精神薬件千錠130V8123P10230P36馴器533S42合　　　計件kg千錠　385i143）@770i145）　　92@〔39）　347i126）　321i互22）　110i　10）　592k215）　863i139）　147i　29）　518i192）Q1］86i238＞　］59i　41）　516i231）1，389i414＞　147i　84）　996i1203）@636f74．D　925i2030）参考下用回数）万回2，0434562，1415，］783，26／630銃　　　砲月山18N19U］13ｱ13S0　9P23692RD7．5（注）1　数孚は摘発ベースのものであり、税関が摘発した密輸事件に係る押収　　量の他、警察等他機関が摘発した事件で税関が当該事件に関与したもの　　に係る押収量を含む。　2　覚せい剤は、覚ぜい剤及び覚せい斉1原料の合計数量を示す。　3　MDMAは．　MDMA及びMDAの合計数量を示す。　4　舎計欄の（　）書きは航空旅行による実債を示す（内書き）。　5　使用回数は．乱用者の通常の一回分使用量をもとに換算したものであ　　る。（覚せい剤DO3g、穴麻草05g、大麻樹脂01g、ヘロイン．001　　g、コカインOD3g、あへん03g、MDMA及び向精神棊1錠）24憩せんぎょうNoび2001）1有害船底防汚塗料の規制に関する外交会議〜が、ロンドンの国際海事機関（IMO）本部5で開催され、5日、TBT（トリブチル・ス日ズ）等を含む有機スズ親船舶用塗料の使用　を規制するための新条約が採択された。　（本誌2001年10月号海運ニュース国際会議　レポートP．5参照）417力国’地域の官民関係者、国際機関のメ〜ンバーの出席の下、東南アジア海域の海賊5　・武装強盗対策に向けたアジア協力会議が、日東京で開催され、海賊対策に関する地域協　力の方向性について検討した。　　（P．9　海運ニュース国際会議レポート）5世界貿易機関（WTO）サービス貿易理事会〜特別会合が、スイス・ジュネーブで開催さ12れ、海運分野についても、初めて実質的な日審議が行われた。　　（P．8　海運ニュース国際会議レポート）8国土交通省は、同日未明の米国によるテロ日組織壊滅に向けたアフガニスタン攻撃開始　　を受け、8日午前2時に緊急テロ対策本部　　（本部長：岩村敬総合政策局長）を設置した。8国際海事機関（IMO）第83回法律委員会が、〜英国・ロンドンにおいて開催され、「船客蓬2およびその手荷物の海上輸送に関するアテ日ネ条約」改定問題等に関し審議が行われた。　　（P．2　海運ニュース国際会議レポート）11国土交通省は、2001年9月分の新造船建造日許可集誰課を発表した。そ損こよると、　　国内・輸出船合計29隻127万6千総トンで　前年同期と比べ3隻増加、総トン数で76％　増加した。14ブイリピンのPa価cia　A　sしThomas労働雇〜用省長官および船員業界関係者の代表団一17行が、フィリピン人船員の雇用促進を政府日および関係業界にアピールするため来日し　た，（P．22　囲み参照＞15東京Mouは・第10回PSC（ポートステ〜一トコントロール）委員会を東京で開催し、18加盟17力国・地域の当局らがpscマニュ日アル改正などについて審議した。　　（P．22　囲み参照）1592年国際油注補償基金（10PCF）の第6回〜総会が英国・ロンドンで開催され、荷主に19よる任意の追加補償基金の設立等について日検討が行われた。16経済団体連合会は、2001年度の規制緩和要日望をまとめ、政府に提出した。運輸分野海　　運関係では、当協会からの要望項目である　　輸出入・港湾諸手続きの簡素化促進および　　ワンストップサービスの実現をはじめ、9　　項目を要望した。23国上交通省は、海事局船員部長の私的懇談日溜として官民で構成する「内航船員養成に　　おける即戦力化等に係る検討委員会」（委　　員長：加藤俊平東京理科大学教授）を設置　　し、新人内航船員の即戦力化等について検　　討を行った。2g当協会と台湾船主協会は、台湾・台北市で日第6回日台船主協会会談を開催し、両国海　　運の現状と展望等について意見交換した。　　（P．7　海運ニュース国際会議レポート）30国土交通省航空局は、「東京国際空港再拡日日による船舶航行影響調査検討会」（座長：　　岩井聰　東京商船大学名誉教授）第3回会　　合を開催した。31当協会をはじめ官民で構成する「水先区のEヨ設定等に関する検討会」が開催され、．関門　　区における強制水先対象船型の見直しにつ　　いて、検討を行い「入出港船は300総トン　　以上から原則3，000総トン以上に引上げ」　　「通過船は現行どおり」とする旨の取りま　　とめがなされた。　　（P．15　海運ニュース内外情報参照）31当協会は、自民党国土交通省交通部会、運日輸・交通関係団体委員会合同会議において、　　平成14年度税制改正要望として、船舶の特　　別償却制度の存続などを要望した。31当協会は、扇千景国土交通大臣および石原日伸晃行政改革担当・規制改革担当大臣に対　　し、21項目からなる規制緩和要望を提出し　　た。せんきょうNoり200エ魯25公布法令（10月）�堰@船員法施行規則等の一部を改正する省令　　（国土交通省令第134号、平成13年10月10日　　公布、平成13年10月10日施行）�堰@満載喫水線規則及び船舶構造規則の一部を　　改正する省令　　（国土交通省令第136号、平成13年10月23日　　公布、平成13年10月23日施行）陳情書・要望書（10月）10月31日宛先：扇千景国土交通大臣および石原伸晃行　　　　政改革担当・規制改革担当大臣件　名　海運関係分野の規制緩和の一層の推進　　　　についてのお願い要　旨　当協会が従来から要望している規制緩　　　　和の項目で、未だ措置されていないも　　一．　　　　の、もしくは措置不十分のものを中心　　　　とした21項目についての措置のお願い。国際会議の予定（12月）経済協力開発機構（OECD）海運委員会（MTC）　　12月4日〜5日目パリOECDワークショップ　　12月6日　　パリICS（国際海運会議所）／ISF（国際海運連盟）ロルフウエストファルラーセン会長が当協会を表敬訪間　去る10月18日目ICS／ISFのロルフ・ウエストファルラーセン会長が、当協会の崎長会長および福島理事長を表敬訪問された。この際、ロルフ・ウエストファルラーセン会長から、本年5月9日に開催されたICS／ISFの2001年総会において提案されていた、ICS／ISFの2003年総会の日本での開催を当協会が正式に受け入れたことについて謝意が述べられた。これに対し、塒長会長からは、当協会としても、アジアでの開催例がほとんどないICS／ISF総会のホストを喜んで引き受けることが表明された。　この他、今後のICS／ISFの活動や、　ASF（アジア船主フォーラム）との関わりなどについて話し合いが行われた。一．▲当協会崎長会長（左）と℃S／ISFのロルフ・ウエストファ　ルラーセン会長戸−26§ぜんきょうNG蓼2001）．せんきょうNoり2001§27．）．）．τ008αのV⊆甲皐「》昇§8〜；D専翻写！陪虫�Hワ十呈号ω（o撃4r．4・（4判「1名目響�BD量丁＝7．踪耳聯壬一三〔1・▽♪6r・ム�@　（製）孟8ガε9セ6亀ビ1D080蛇0セ0£r乙9死鮎90εセし19ムガビ正96乙0乙0‘ε正OI∠98D9乙‘OI09認0認ε客0乙ε‘90ε6℃乙乙89セ9‘OI996009‘π6セ99‘τ96rOI860τ09銘99ε’96乙8’ラ8∠乙‘τ9ラ9‘ε正09セ9‘ε18εzz‘τウεε‘OI0τ918999ラ1工ge鴎991‘9ε69‘1ε乙6‘9正0ε乙6‘Zi乙8正9℃968‘ZIε99シレ死0899L99雪εう雪z8τ弱‘正10τgs‘H99ε8らOI言乙8‘z工98工εε6εP乙999r9仲9し客OZε」τ1セ8’601か8℃998ε‘9998‘ε16εZ89乙ε0089ト999ε噂シ雪6899ラL正18a06ラ‘Hセ689‘ε9／9」919H8ε乙66εOI8ε6℃ε86‘εIoセ‘19乙9℃1OQε9乙乙℃τε698‘2τ90‘セ正乙τ1068ε099ラ‘乙P乙9‘ε正91‘z正乙9℃τ091駕8℃工乙　τooaτ乙。‘9ラZSD‘o二二王9『1z8198r38611εゲ乙96協亀9ヤ乙シrga690しε6a81℃ε謁し9セ1000ε18956εセε乙‘6帆客80LI60乙‘1セ乙ビ‘ε9εビ60ε‘乙Sセ8τ599989‘0ε正8セ‘091セ0ε‘1Iaε‘1セ1666100乙L死ε乙6‘9ε108ε‘166ゲビ008‘ε9ε9ラ66‘．四τ0ε‘698ε6‘1セIZ9‘ラ8正ZI乙‘1∠61‘98τ866正OF乙℃セ89セ‘091ε69客1ε‘二死乙‘ε690‘1199‘9936r乙936乙L9セεεε‘ε6正ε99」z96ポ961乙66τ⊆18’6Z199‘セ．レ1乙9乙109‘919ε‘ε8686£9」99609‘69秘s‘セ96ビ6‘00Z8乙プa乙0セ‘εOZ966iτ90‘6セzo8�h9τεD8セgo帽雪Tセ6‘1gz9‘1τgz地9us‘呂9凱ガ8セ1εガ孟91U6」ラzセ9‘ビμ966王p叩∂ddト1工甲ゆ妾綜融慰型μ益4z旦濤月旦購毒碧i　罵欧�n（置　M隠目　瞥）4磁ぐ4舞隅謝蚕提　　号雛出臨軍鞠宙舞1聰音図（工／N士：辱｝寅）瞑￥k融箪1�F皆四巳田目ξ揮E償耳1立’ε　　　σ管ア＝1．1塁製皆島島躯肩1　（製）OI’εZI99’6H乞ε’lzτOI6【乙　▼0’τ1　▼9殉‘正8H℃ε91ラ6乙乙’laI8左91工τ6’8H6ε畠z　▽セ’9　▼εεε8正9‘ετ98‘ε808’セZIa6’81199’1呂τ8冨’6セ’9　▼6IP乙τ9‘ε9ε0‘セ乙08’9分目沌’εビ正．F9’死1乙9【z8’乙　　▼89乙6乙ε‘ε8εrラ909’死19τ’61正セ0’εZ工91�h16’0　　▼9∠6ε乙‘ε9正8℃9Q6’麗工Q客’6U乙Q’乙z疋9ε“εττ’正　▼と99699‘εL9ε‘セウ臼セ’9ε工99’IZIε8’ε91｝9’ττz’セセ16900‘セIZ6‘セε09’死正0ε’乙Hε1’工ZIεε’ビ19’16乙80客ε℃66τ‘ラ9％’ムHG6’ウH乙G’9uzセ’セz客’εQζ9認乙‘99ζ9℃冒モ甥oo乙9ε’6H98’εROI’∠II巨1削00呂6’099’89τ8OI8℃gz9�h訂06’セII9P’OHOZ’ビHZIε昌ラ11℃i96⊆ゐ89‘εε89‘P正τgz’工H9r乙。工68’80τ1工9【ムζe’8c6998乙℃9乙ラ‘ヤG工8τ’60正9乙’乙OI9ε’801目0τ三駒00客6’919’696♂てs8ε‘ε6乙95セ巨6毎000Z06’観τD9’乙OIゐガ乙。王000ZQ’9τ9’8西乙℃τ凱6℃ヤム99塊9oooz0セ’9118z’HI16’ε1τ666τ0’セ　▽1’9　▼99ε’ZIセ0客‘Sε乙99L乙7666100’乙匪�ｚ’τε1ｳS’0ττXZ’シOI9δ’セIIXε’HIX0’86Oε’086890ετO0’τ9工U乙’80正X0’セ6866［ﾚ66τX661X66τ9’Qτ　▼?f乙τW’9iW9ε　▼9’0　▼X’zX’6O’ウ1正6℃I嘯W6‘6PQ9‘乙O乙8℃1ε99‘9ε島e9究εX98‘εεX80‘1ε9セ9‘09Os9‘昏ｳ9ウ‘1セX96‘距866τX66工O661X861OrO9正0ε’セε118’坤正0661Y　嚇叩　騨（五1つ）（aoヨ）叫4啓耳障沓一葦匠　右〔％）兀坐1虫騨・阿由蝉函鼎〔▼〕YY　騨田　写車巨　璽ジ（笥腓購亘1鼎長摺勢灘罫季�F讐‡目幸巳〔」！1rH来駆　’己　　　（』」寡｝0τ：源｝輿．）　　　　　　　　　　　　！＝＝　　　　　、臥誰耕�F亘器∈喚呼国蕊αq＝’L羅懸一灘灘灘購灘謡灘�`．）原油〔ペルソや湾／u不ベルγ￥鞠7▽臥．肖孕1ド助45200鱒oo切5114035h、鵠35】501鵠β∫3D／〆ガルフ／日本おペルシャ湾／日本♂1D口2510D塾qノr、メ’、、實o酵酵／躰15、　〜、、！　、／、／璽A’！　　、m　　　v1’5015「　、＼’！　、「、一@しノへ　　　！P一＼、　＼50ペルシャ湾／欧米’、、o「　　　　�o＼ガルフ／西欧旧550qoo‘ヨ96〔年11997199819992000200119鰍年1聖99フL9981999卸4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシヤ湾／日本ペルシヤ湾／欧米月次　　　　19992G（）o20011999200Q2QO1最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1　　　　　　67，50　　　　60．75Q　　　　　　72．50　　　　59．50R　　　　　　70．00　　　5／．00S　　　　　　45．OO　　　35900T　　　　　42，50　　　37．75U　　　　　　62，50　　　45．00V　　　　　38．00W　　　　　　4D、OD　　　36．00X　　　　　　52．50　　　　45．75P0　　　　　54，50　　　48．00^1　　　　52、00　　　44，00P2　　　　　　56，00　　　4795065．00　48．ODU5．OO　54．DOW2．50　62，00X5．00　78．00P1工．25　93．75P12．50　96，50P12．50　98．00P52．50112．50P50．00128．00P65．00113．50P77．50164．50P60．00140．OO118，00　8D．00X2．50　86．00P03．00　88．75　　　一V5，00　57．00S1．50　38．50T5，00　43．50U3，15　39．00X2．00　57．50W5，00　40．0062，50　51．00U5．00　50．OQU2．50　42，50S0．00　33，50S7，50　33．50T5．00　37．50S5．〔10　36．75S5，00　36．00T2．50　43．00T3，75　45．00S5．CIO　40．00S6．25　40．0050．00　40．00T5，GO　45．OGV0．00　55．00W5．00　64．OOX2．00　75．00X5，00　80．00P00．00　82．50P2G．GO　90．GGP32，50105．00P30．00105．ODP75，00125．00P42，50125．00100．50　82，50X2．5G　70．GGX0．QO　70．00W5．00　7D．　ODU3．50　52，50S0．00　35．QOT5．00　42，50T7．5G　38．5GW2．50　50．00V0．00　37．50〔注）　�@日本郵船調査グル．一プ資料による。@　　るもの。　�Cグラフの値はいずれも最高値。�A単位はワールドスケールレート。�Bいずれも2砺DIW以上の船舶によ）5．穀物（ガルフ／日本　北米西岸／日本．　　　　　　・ガルフ／西欧）　　　　　　　　　　（単位：ドル／トン）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次200Q2001200020012000　　　　　　　　　　　　　2001最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　鵬　最高　最低123456　78910111222．50　21．25Q2．50　20．0σQ2、QQ　2LOOQ2．75　22．00Q3．35　21．．85@　23．OO@　−Q4．25　23．45Q5．75　24，50Q5．25　24．50Q5．25　22．85Q2．50　20．8522．50　21．50Q2．25　21．00Q2．80　22．70Q2．25　21．50@　24．GO@　23．25P9．50　18．75P8．90　17．75P8．6Q　17．50P8，35　17，50　　＝@　＝@　＝@　一P6，13　15．75@　＝@　＝　　＝@　＝P4．lo　工3．50　　一@　一@　11．00@　二13．20　　　　11．50　　　　　　　　　−P1．50　　　　11，1D　　　　　　　　12．00@　1320　　　　　　　−@　12．50　　　　　　　−@　15．G9　　　　　　18．00　　　14、60@　15．68　　　　　　　　18．00　　　　17．00@　16，00　　　　　　　　@　16，DD　　　　　　　　　　12．25@　16．80　　　　　　　−P4．50　　　14，40　　　　　　　　−P9．GO　工3．25P2．60　12．25（注）�@旧本郵船調査グループ資料による。�Aいずれも5万DバV以上8万D／W未満の船舶によるもの。�Bグラフの値はいずれも最高値。せんきょう押加2001§29　　石炭〔ハンプトンローズ川層・鉄鉱石1層ンバロン／［春・ッバロン／西臨1ド助25困15田5o石炭〔ハンプトンローズ／日本）／錨捌（ッバロン／日本）／、＼、、　、〆／、！．P　！一、＼！〆LL、ノLレ、〆、r、ノ、、へ　／@／^、＼鉄鉱石（ツバロン／西欧）】996〔年〕牽99719981999鋤20D11ドル125　40015冊535D3DD邸脚1501DO50o　　o運賃指数へハンディーNリーンY、1L　　一ｪン7イー_ーディー_1、　／�_、　�`、ハ／　　　へ丹！Lγ・一　｝、　　　　　！　　　。塾　　　・＾〈、■鴫　　1C、！mL、�d中梨　　　　　！　、〆　　　　　　　　　　　ゾA　、　　／@　、一！VLCC田95｛年｝199719ヨB旧9920GO2001姻3503DO2502DD150100D（6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　ドル／トン）ハンプトンローズ〆日本（石炭）ツバロン〆日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石）月次200020012000200120002001最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1一一一『6．25　　6．008．45　　7．202ll．00一『一7．85　　5．008．00　　6．353一一11．75一8．207．50　　5．854一一一一8．05　　7．256．85　　　5．755一一一　7．50　　6．9012．106　『11．50一7．60　　6．706．65　　6．057一一一9．208．42　　7．205．89　　4．5D8一一一一8．70　　7．204．40　　4，259一一一5．408，55　　7．13一10一』　一8．20　　8．00一11　一9．65　　8．2512一一一1（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　�A1’・ずれも8万D／W以上15万DハV未満の船舶によるもの。　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7．タンカー運賃指数タンカ一　　運賃指数月次199920002001VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型ヨ・DH・CVLCC中型小型H・DH・C153．591．2116．8150．0198．948．092．8／26．2145．9／48．4151．8217．3346．3277．4371．0258．795．8138．o161．2］．65．753．3ユD7．8ユ．41．1154．3169．9117．2205．8230．5322．9400．2362．292．1113．8164．3159．358．3115．7／63．7167．3189．486．7158．4．238．9294．7347．8448．893．9136．7167．5144．269．6正34．9195．7185．6196．894．．1171．3272．0299．0264．4537．S88．13128．2176．6158．381．4126．9工77．4187．0205．381．4160．3190．5295．7262．7640．ア85．8121．4209．9157．395．8135．6／74．1工94．3210．060．7132．3182．8242．2264．1749．475．7124．0196．3164．51DO．9153．1244．9261．3215．152．2114．2130．1223．6213．8842．374．3112．9160．0159．1105．5196．5265．5243．4233．950．8ユ11．3148．0204．3208．2941．373．3108．1162．1147．9128．6190．9269．2229．5254．61047．O71．3／09．8153．6151．3136．2165．］．／94．1217．3264．91149．582．5110．9141．7150．1134．32D4．7267．0240．9257．81244．891．2106．3146．9144．1160．1209．8264．6272．0283．1平均48．084．60118．9165．8158．497．6152．8206．9208．2219．1（注）　�@．ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロノズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）�A．タンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の5区分については、以下のとおり　．�C．VLCC＝15万トン以上　◎中型17万〜15万トン　◎．小型：＄万〜7万　　　トン　．e．H・D＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満　魯IH・C＝ハンディ・クリーン：全船型。30§せんきょう1＞加2001P）450蜘3503DD250200150ヨoo50口用船料指数貨物船定期用胎料指数／（196a7〜196a6＝100，972年以降は1971．1。。）’、�dヘへ1＼闇’一、@　、　　　、r＾　　　　　、　，、ﾝ物船航海用船料指数　　　グ　　戸@！｝I一ノへ　　　　、（1965フ〜1966．6＝100）199Bl爾199719ヨ8199920QO2001450　10DO　　万0研姻350枷25D2DO150」OQD即日4DO2GO0．係船胎腹199日�泣�99719981999鋤2口01齢8DO500�鰹�8．貨物船用船料指数貨物船航海用船。料指数貨物船定期用船。料指数月次1996199719981999200020011996199719981999200020011207．0209．0189．0166．O190．0193．0380．3347．0277．0231．0222．0264．02202．0197．O186．0170．0191．0198．0386．6332．O254．0229．0231．D267．03192．0199．O171．0169．0190．O195．0339．434工．0260．O219．023LO260．04Fa192．OP96．0197．0P90．0173．Oh73．0172．0P73．0191．0P93．0200．0Q06．0363．0R50．0354．0R42．0262．0Q62．0221．0Q38．0246．0Q52．0258．0Q62．06195．0184．0／75．0176．D202．0205．0339．0326．0292．0238．0251．D272．07186．0183．0167．0179．0202．02D4．0339．0338．0266．O226．0264．0267．08189．0196．0165．0178．0203．0192．0289．0330．02／D．0233．0267．0253．09186．0190．0164．0185．0206．0193．0293．0327．0208．0238．0271．0248．010176．0191．0ユ65．0185．0207．0294．0316．0222．0241．0290．011188．0189．0170．0195．O206．0323．0290．0231．0254．0278．O12211．0186．0168．0192．0200．0323．0294．O232．0237．0267．O平均193．3192．6／72．1178．3198．4334．9328．1245．5233．7255．8〔注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる．（シッビング・ニューズ・インターナショナ数は1971ルはロイズ・オブ・@　　　　≡1QO。ロンドンプレスと1987年工1月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966．6＝100定期用船料指’）9．係船船腹量の推移1999200D2001月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G／T千D／W隻数　千G〆T千DハV隻数千G／T千D爪「隻数千G！T千D／W隻数千GIT千D〆W隻数千G／T千D／W123456　　789101112328　3，242　4，060R17　　3，094　　3，830R12　3，248　4，135R06　　3，321　4，275R03　3，114　3，949R28　　3，503　　4，535R29　3，374　4，345R41　3，407　4，377R44　3，514　4，560R55　3，544　4，576R47　3，332　4，248R55　3，456　4，449511，2052，125S7　9071，487S51，0041，720S91，1831，943S91，1741，926T01，3872，485T01，3632，443T11，5122，639T01，5072，631S9　1，141　1，940S71，2362，193S61，2932，308333　3，252　4，134R13　2，984　3，758R10　2，949　3，680R12　　2，921　3，599R05　　2，773　3，381Q99　　2，690　3，269Q91　2，630　3，225Q86　　2，622　3，224Q80　　2，569　3，183Q92　　2，618　3，185Q89　2，574　3，135Q71　　2，429　　2，914461，2652，292S6L1922，221S61，1922，221S61，1722，257S3　9141，698S21，1272，194S1　8651，639S0　8131，552S0　8131，552S4／，1402，201S2　8771，644S0　7791，471265　2，354　2，775Q59　2，194　2，497Q58　2，174　2，489Q56　2，127　2，463Q47　　2，063　2，379Q43　　2，031　2，341Q36　　1，837　2，173Q48　　1，818　2，106Q43　1，745　2，03241　7841，477R9　7391，382S0　9711，883R9　6471，203R8　6451，199R7　6441，196R7　6441，196R5　6191，154R8　8681，667（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。1せんきょうハめび2001§31　　　既簿一・償二　島詫陣　　　　　薬編．臣　　　　　早．．．．．＝　　　　．．．『．．F．搾．“．；P．聯灘i驚記罫票�d，．．　献”w’　園児が友達を殴ることはままある。先生に諭され親に叱られ、態度を改めて心から友達にごめんねと謝る。親も愛情不足・過多を意識し、態度を改め子供に接して行けば子供も変わってゆく。微笑ましい限りである。そこに怪我がない限り。　いじめの低年齢化が指摘され、その都度、なぜ他人の痛みが判らない子供が増えた？　カリキュラムが多すぎるのでは？切れやすいのはなぜP学校の指導は？．と野次馬的に騒がれるが、本質はそんなところではないはず，　未成年による殺人事件等の社会現象やその報道にはもうウンザリで、短絡的に数学、英語等のカリキュラムと授業時間を減少させ、“余暇の時問”で健やかに過ごさせれば良いとし、それでだめなら少年法の改定だと騒ぐ向きもあるがζ本当にそれで解決するのかは大いに疑問である。　“子供には締め付けが必要だ、だって大人じゃないのだから。”が、世間的にまかり通る。　土地、株、全ての数字が右肩上がりの虚像経済を牽引した時代があり、以後ずっと右肩上がりなのは、負債軽減への税金投入額、失業率、不信感、そしてリストラがらみの自由数。　機密費流用、労組裏金、警察不祥事、薬害工．イズ、狂牛病、内閣と官僚の関係、呆然とするばかりだが、子供も見ている。　小泉首相支持率とテロ後のブッシュ大統領支持率の高さには孝太郎君もびっくり。　極端な高水準に終焉が来るのは世の常だが、その終焉は次に何を意味するのか。　国内では改革遅延、．米国ではアフガン制裁の終結があるかも知れないし、パレスチナ・イスラエルに和平が本当に来るかも知れない、　安心して飛行機に乗って出張や旅行に行けるようになるかも知れない。　混沌とした現代を本当のおとなはどう対処す32魯ぜんぎようNの2001れば良いのか2　小泉首相、ブッシュ大統領とビンラデイン氏では誰が・．一番の大人なのか？　この3人と乗っ取られた機内においてテロ犯に立ち向かい、彼らに本懐を遂げさせなかった人達では？　貿易センタービル崩壊時、応命救助活動中に尊い精神と命を捧げてしまった消防士達は　亡くなっていなければ本気で全員が爆撃機に搭乗したいと思うのでしょうか？　”おとなには締め付けが必要だ、だって子供ではないのだから♂と子供に詰め寄られたら堂々としていられるだろうか、大人も子供も同様でフェアでいいと言えるのでしょうか？　大人が回りを気遣える人生を歩めれば子供も回りを気遣える道を簡単に見つけられるはずで、ものの見方考え方、本当の原因の本質は何かを見定める力を持っていれば、いさかいはもう少し減少すると信じたい。　環境や人問を中心とした経済至上主義だって決して不可能ではないはず。　少し変わって多少でも住み易い環境が整えば人口も増加し、年長者を大．切にする若年層もそれにつれて増えるのではないでしょうかP　ところで、郷ひろみの売れ行きと国内景気は反比例するというデータがあり、なんと彼は来年休業する予定なので、まちがいなく2002年度の景気は回復すると豪語していたTV番組には説得力があり、大いに笑えた。いい着眼点だ。本人を目の前にしていたのがまた良かった。　目先を変えて、大人も少しは変わろう1まあ2002年からはこれで行きたいところ。　　　　第一中央汽船総務グループ総務チーム長　　　　　　斉藤嘉明せんきょう11月号　　No．496（Vol．42　No．8）発行　平成13年10月20日創刊　昭和35年8月10日発行所　社団法人　日本船主協会〒102−8603東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）TEL．（03）3264−7181（総務部広報室）編集・発行人　鈴木昭洋製作　株式会社タイヨーグラフィック定価　407円（消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を　　　　徴収している）（．箱醜．．し）…日本船主協会環境憲章環境理念日本船主協会は、地球・海洋環境保全が最重要課題のひとつであるとの認識に立ち、海難事故や油濁による海洋汚染を防止するため船舶の安全運航を徹底するとともに、環境負荷の低減および資源の有効活用を推進します。さらに、海運があらゆる産業活動と市民生活を支える物流インフラストラクチャーであることを踏まえ、環境保全への一層の取り組みを図り、わが国ならびに世界経済の健全な発展に寄与することに努めます。行動指針日本船主協会は、環境保全に関する行動指針を次のとおり定め、環境対策の推進に努めるとともに会員会社の積極的な環境保全への取り組みを支援します。　　地球・海洋環境に関わる国内外の法規の遵守と自主的な環境方針の策定1．　　　による一層の環境保全　　　船舶の安全運航を確保するための管理システムの構築と徹底、安全運航2．　　　に寄与する機器の開発支援と導入促進　　　省エネルギー・輸送効率に優れた船舶および設備の採用、船舶の運航に3．　　　伴う環境負荷の低減、廃棄物の削減と適切な処理　　　海洋汚染事故の原因となるサブスタンダード船排除の積極的な推進と船4．　　　舶リサイクルの促進5．　船舶の運航技術の向上と地球・海洋環境保全のための適切な教育・訓練　　　海難事故および大規模災害等に備え、迅速な対応が取れる適切な6．　　　体制の維持整備促進　　　　　　環境保全活動に関する積極的なFl捷報の提供、環境問題への　　　7．　　　　　　意識向上と環境保全への日常引取り組みの強化　　　　　　　　獄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　驚、．下ごプ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼

